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○ 全体の概要 

実証対象技術 地中熱ヒートポンプユニット GSHP-1002URF 

実証申請者 サンポット株式会社 

実 証 単 位 （Ｂ）地中熱・下水等専用ヒートポンプ 

実 証 機 関 特定非営利活動法人 地中熱利用促進協会 

実 証 試 験 期 間 平成 23 年 11 月 15 日～平成 24 年 2 月 2 日 
 
１．実証対象技術の概要 

一般的にヒートポンプは、圧縮機、凝縮器、膨張弁、蒸発器とそれ

らを結ぶ配管から構成され、冷媒が圧縮－凝縮－膨張－蒸発の四過程

を繰り返して循環することによって、熱を低温のところから高温のと

ころへ移動できるものである。凝縮側と蒸発側の温度差が小さいほど

所要動力に対して得られる熱量の比率は大きくなりエネルギー効率

は向上する。地中温度は外気温度と比べて夏冷たく冬温かいため、冷

暖房時の室内温度と地中温度の差は小さい。このため凝縮側と蒸発側

の温度差を小さくすることができ、地中を夏季の放熱源、冬季の採熱

源に利用すれば、年間を通して高い効率が得られる。また、冷房時の

廃熱を地中に放熱し、外気に排熱しないため、ヒートアイランド対策として効果が期待されて

いる。 
実証対象技術である地中熱ヒートポンプユニット GSHP-1002URF は、地中熱利用冷暖房空

調用水熱源ヒートポンプユニットである。ヒートポンプを構成する圧縮機、凝縮器、膨張弁、

蒸発器の内部を循環する冷媒は R410A を使用している。ヒートポンプと外部とで熱をやりとり

する熱媒には、一次側（熱源側）・二次側（利用側）ともに不凍液（水）を循環させる水熱源ヒ

ートポンプで、いわゆる「水－水ヒートポンプ」である。なお、一次側（熱源側）の熱媒には

濃度 20～40％のエチレングリコール希釈液を、二次側（利用側）の熱媒には濃度 20～40％の

プロピレングリコール希釈液を用いている。なお、一次側と熱源側、二次側と利用側とは同じ

意味である。 
本実証対象技術は、1 台の冷暖房能力が 10kW であるが、これを何台か並べて設置すること

により、大きな冷暖房需要に対応することを主目的に開発された製品である。このため、1 台

の製品の中にはヒートポンプ本体のみをコンパクトに収め、製品躯体の形は並べやすいように

立方体としている。一次側と二次側の循環ポンプ及び膨張吸収用のバッファタンクは、規模に

応じて別途まとめて設置することで、効率的なシステム構成ができる。1 台で住宅 1 軒分の冷

暖房空調に対応でき、複数台連結することにより中規模物件にも対応できる。 
なお、地中熱ヒートポンプユニット GSHP-1002URF は屋内設置専用の製品である。またこ

れは、平成 22 年度環境技術実証事業で実証試験を行った GSHP-1002UR（実証番号 

052-1006）の外装キャビネットをステンレスから鋼板塗装品に変更してコストダウンしたもの

である。 
 

052-1103 

本実証試験結果報告書の著作権は、環境省に属します。 
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２．実証項目及び実証方法 

2.1 実証試験の実証項目  
実証試験要領（第３版）＊１に規定されている実証項目は以下のとおりである。なお、暖房期

間については、任意項目となっている。 

必須または任意 実証項目 内容 

必須項目 a. 冷房期間を想定した温度条件に

おけるエネルギー効率 
COP（原則的に水を熱媒と

する） 

任意項目 b. 暖房期間を想定した温度条件に

おけるエネルギー効率 COP（熱媒の規定なし） 

 
2.2 実証方法 （既存実証試験結果の引用） 
 実証試験の実施に先立ち、本実証対象技術の実証方法を検討したところ、本実証対象技術は

平成 22 年度環境技術実証事業で実証試験を実施した、同じ実証申請者の GSHP-1002UR（実

証番号 052-1006）と性能が同じであることが判明した。このため、本年度に改めて実証試験

を実施することを省略して、平成22年度のGSHP-1002URの実証試験結果を引用することで、

今年度に申請のあった GSHP-1002URF の実証試験結果にすることとした。 
 既存実証試験結果を引用して今年度の実証試験結果とするためには、平成 22 年度の実証対象

技術である GSHP-1002UR と今年度の実証対象技術である GSHP-1002URF の性能が、実際に

同一であることを確認する必要がある。この確認を次のように行った。 
 ①実証申請者から、両機種の機能部品と性能が同一であること及び両機種の図面と変更点を

記した確認書を提出してもらった。 
 ②ヒートポンプの性能影響因子（機能部品）として、圧縮機、凝縮器、膨張弁、蒸発器、四

方弁、循環ポンプ、制御基板、IPDU 基盤、冷媒、冷媒用配管があることを抽出し、技術実証

委員会の確認を得た。 
 ③両機種を並べて、実機確認を行った。特に性能影響因子が同一であることを確認した。 
 これらの確認作業の結果、平成 22 年度の実証対象技術である GSHP-1002UR と今年度の実

証対象技術である GSHP-1002URF の性能が実際に同一であることが確認できた。この結果に

基づき、今年度の実証は平成22年度のGSHP-1002URの実証試験結果を引用することとした。 
 このことから、本実証試験結果報告書《詳細版》には、平成 22 年度の GSHP-1002UR の実証

試験結果報告書を別添として添付することとした。またこの概要版では、以下の「３．実証試験

の概要」において、平成 22 年度の GSHP-1002UR の試験の内容を引用して記載した。（平成 22
年度の GSHP-1002UR の試験方法や試験結果の詳細は、本編 25 ページの別添を参照。） 
 
３．実証試験の概要 

3.1 実証試験時の試験設備構成及び測定機器の種類 
平成22年度のGSHP-1002URの実証試験に使用したサンポット株式会社所有の試験設備は、

通常は出荷前の製品の検査や開発用の試作機の試験に用いており、いくつかのバルブを調整す

ることによって熱媒の出入り口温度を任意に変化させて試験を行える設備である。主な試験設

備及び各測定項目の測定機器は、以下の表のとおりに構成されている（各測定項目の測定機器

の製造事業者及び型式等の詳細は、別添(本編 25 ページ)の平成 22 年度 GSHP-1002UR の実証

試験結果報告書《詳細版》(平成 23 年 3 月)の本編 19 ページ、表 4-3 を参照）。 

*１：環境省 水・大気環境局 平成 23 年 5 月 10 日 『環境技術実証事業 ヒートアイラン

ド対策技術分野（地中熱・下水等を利用したヒートポンプ空調システム）実証試験要領

（第 3 版）』http://www.env.go.jp/press/file_view.php?serial=17469&hou_id=13758 
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設置場所 実証試験時設備を構成する主な機器 各測定項目で使用した測定機器 

サンポット株式会社 
本社工場 試験室内 

・熱交換器：3 基 
・水タンク：2 基 
・循環ポンプ：2 基 
・測定機器 

・測温抵抗体 

・ハイブリッドレコーダー 

・一体型電磁流量計 

・電力計 ・不凍液用濃度計 
 

3.2 実証試験の条件 
 (1) 熱媒 
平成 22 年度の実証対象技術の地中熱ヒートポンプユニット GSHP-1002UR は、一次側には

エチレングリコール、二次側にはプロピレングリコールを主成分とする不凍液を使用しており、

指定の不凍液を使用するように注意書きをつけて販売している。そのため使用の実情に合わせ

た熱媒で試験をするほうが合理的と考え、熱媒は不凍液を使用して試験を実施した。なお、各

不凍液の濃度は、一次側（熱源側）はエチレングリコール 20%希釈液、二次側（利用側）はプ

ロピレングリコール 40%希釈液である。本年度の実証対象技術である GSHP-1002URF も熱媒

は GSHP-1002UR と同じ条件で販売している。 
 (2) 温度条件 
実証試験要領（第２版）＊１に規定する下記の温度条件で試験を行った。本実証対象技術は、

間接式なので、冷房期間を想定した温度条件は間接式の場合として規定されたものを適用した。 
 

冷房期間を想定した温度条件（間接式の場合）＊２ 

 
利用側（二次側）熱媒温度（℃） 熱源側（一次側）熱媒温度（℃） 

入口 出口 入口 出口 

温度条件１ 
12±0.3 7±0.3 

20±0.3 25±0.3 
温度条件２ 25±0.3 30±0.3 
温度条件３ 30±0.3 35±0.3 

 
暖房期間を想定した温度条件（間接式の場合）＊２ 

 利用側（二次側）熱媒温度（℃） 熱源側（一次側）熱媒温度（℃） 

入口 出口 入口 出口 

温度条件１ 
40±0.3 45±0.3 

15±0.3 10±0.3 
温度条件２ 10±0.3 5±0.3 

 
暖房期間を想定した温度条件のうち利用側熱媒温度は実証試験要領（第２版）には規定され

ていないので、実証申請者の要望による温度条件とした。なお、この温度条件は JIS B 8613
に規定している温度条件に適合している。 
 
*１：環境省 水・大気環境局 平成 22 年 5 月 18 日 『環境技術実証事業 ヒートアイラン

ド対策技術分野（地中熱・下水等を利用したヒートポンプ空調システム）実証試験要領

（第 2 版）』http://www.env.go.jp/press/file_view.php?serial=17387&hou_id=12495 
*２：表中の公差は、実証試験中の温度変動許容差である。 

 
  

http://www.env.go.jp/press/file_view.php?serial=17387&hou_id=12495
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４．実証試験結果 

本年度の実証対象技術である GSHP-1002URF の実証試験結果を以下に示す。 
 
冷房期間を想定した温度条件におけるエネルギー効率（冷房 COP）及び COP 特性グラフは次

のとおりである。 

【必須項目】冷房期間を想定した温度条件におけるエネルギー効率（冷房 COP）＊１ 

冷房 COP［―］  
熱源側（一次側）熱媒＊２入口温度 

20℃ 25℃ 30℃ 

利用側（二次側） 

熱媒＊２出口温度 
7℃  5.3 4.0 3.4 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

*１：各温度条件で 3 回測定した平均値。 
*２：熱媒は、熱源側（一次側）はエチレングリコール 20%希釈液、利用側（二次側）はプロ

ピレングリコール 40%希釈液を使用。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

20℃ 25℃ 30℃

冷
房

Ｃ
Ｏ
Ｐ

[－
]

熱源側（一次側）熱媒入口温度

利用側（二次側）

熱媒出口温度

7℃
7

※ ※ ※

※：必須試験温度
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暖房期間を想定した温度条件におけるエネルギー効率（暖房 COP）及び COP 特性グラフは次

のとおりである。 
 

【任意項目】暖房期間を想定した温度条件におけるエネルギー効率（暖房 COP）＊１ 

暖房 COP［―］  
熱源側（一次側）熱媒＊２入口温度 

10℃ 15℃ 

利用側（二次側） 

熱媒＊２出口温度 
45℃  3.6 4.4 

 

 
*１：各温度条件で 3 回測定した平均値。 
*２：熱媒は、熱源側（一次側）はエチレングリコール 20%希釈液、利用側（二次側）はプロ

ピレングリコール 40%希釈液を使用。 

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

5℃ 10℃ 15℃ 20℃

暖
房

Ｃ
Ｏ
Ｐ

[－
]

熱源側（一次側）熱媒入口温度

利用側（二次側）

熱媒出口温度

45℃
4…

※ ※

※：必須試験温度
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５．実証対象技術の参考情報 

本ページに示された情報は、全て実証申請者が自らの責任において申請したものであり、環

境省及び実証機関は、内容に関して一切の責任を負いません。 
 

○実証対象技術の概要（参考情報） 
項 目 実証申請者 記入欄 

製品名 地中熱ヒートポンプユニット GSHP-1002URF 
製造（販売）企業名 サンポット株式会社 

連

絡

先 

TEL／FAX 0198-37-1177／0198-37-1131 
Web アドレス http://gshp-sunpot.jp/ 
E-mail http://gshp-sunpot.jp/contact.html 

設置条件 
・屋内設置用 戸建住宅空調用 
※－20℃以下になるような場所には設置できません。 

メンテナンスの必

要性・コスト・耐候

性・製品寿命等 

圧縮機、制御基板など消耗品の交換を行って、15 年の耐久年数を想定。 

施工性 

循環ポンプや膨張吸収用のタンクを外付けする必要あり。 
冷暖房配管および採熱配管接続し、熱媒である不凍液を充填して施工完

了。 

技術上の特徴 

・ 1 台で住宅１軒分（40～50 坪）の冷暖房空調負荷に対応 
・ 複数台連結により中規模物件の冷暖房空調が可能 
・ インバータ機能により住宅の負荷に合わせて効率よく運転 

コスト概算 

ヒートポンプユニット GSHP-1002URＦ   定価：￥800,000 
専用リモコン     GSHP-KRA      定価：￥11,500 
 ※住宅一軒分冷暖房空調でシステム価格 300 万円前後（ヒートポンプユ

ニット費、地中熱交換井掘削費、設備設計・設置工事費等の合計） 
  コスト回収 10 年程度 

 
 ○その他実証申請者からの情報（参考情報） 
地中熱ヒートポンプユニットGSHP-1002URFは、GSHP-1002URを屋内設置用に外装を改良し

たものであり性能は変わらない。GSHP-1002URは既に全国各地に120台ほどの施工実績があ

る。 
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○ 本編 

１．実証試験の目的及び概要 

1.1 環境技術実証事業の概要 
(1) 環境技術実証事業の目的と定義 
環境技術実証事業の目的と本事業の「実証」の定義は、「平成 23 年度 環境技術実証事業 実

施要領」＊１に次のように定められている。 
『環境技術実証事業は、既に適用可能な段階にありながら、環境保全効果等についての客観

的な評価が行われていないために普及が進んでいない先進的環境技術について、その環境保全

効果を第三者が客観的に実証することにより、環境技術を実証する手法・体制の確立を図ると

ともに、環境技術の普及を促進し、環境保全と環境産業の発展に資することを目的とする。 
本事業において「実証」とは、環境技術の開発者でも利用者でもない第三者機関が、環境技

術の環境保全効果、副次的な環境影響、その他環境の観点から重要な性能（以下、「環境保全効

果等」という。）を試験等に基づき客観的なデータとして示すことをいう。「実証」とは、一定

の判断基準を設けて、この基準に対する適合性を判定する「認証」とは異なるものである。 
 

(2) 本実証試験の仕様 
 本実証試験は、「環境技術実証事業 ヒートアイランド対策技術分野（地中熱・下水等を利用

したヒートポンプ空調システム）実証試験要領（第 3 版）」＊２に基づいて実施されたものであ

る。 
 

1.2 実証対象技術の概要 
本技術分野の対象とする地中熱・下水等を利用したヒートポンプ空調システムとは、地中熱、

地下水熱及び下水熱等を熱源とし、ヒートポンプによって効率的に冷暖房を行うシステム全般の

ことである。当該システムは、多層的な技術の組み合わせで構成されており、図1-1のとおり階層

的に分類される。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図1-1 実証対象技術の全体像 
 
本報告書はこれらの階層的技術の内、「（Ｂ）地中熱・下水等専用ヒートポンプ」に関する報告

書である。「（Ｂ）地中熱・下水等専用ヒートポンプ」は「地中熱や地下水熱、下水熱等を熱源と

して想定し、各熱源温度を適正温度範囲とする水冷式ヒートポンプ。設備機器メーカーが販売す

る既製品単位である。」と実証試験要領（第 3 版）＊２に定義されている。 
 

＊１：環境省 平成 23 年 4 月『平成 23 年度 環境技術実証事業 実施要領』 
http://www.env.go.jp/press/file_view.php?serial=17698&hou_id=13877 

＊２：環境省 水・大気環境局 平成 23 年 5 月 10 日『環境技術実証事業 ヒートアイランド対

策技術分野（地中熱・下水等を利用したヒートポンプ空調システム）実証試験要領（第 3
版）』http://www.env.go.jp/press/file_view.php?serial=17469&hou_id=13758 

室内設備 

（Ｂ）地中熱・下水等専用ヒートポンプ 

 
熱媒循環部 

熱 媒 

（Ｃ）地中熱交換部 

（Ａ）システム全体 
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1.3 実証項目の内容 
実証単位（Ｂ）の実証項目は表 1-1 のとおりである。 

 
表 1-1 地中熱・下水等専用ヒートポンプの実証項目 

必須または任意 実証項目 内容 

必須項目 a. 冷房期間を想定した温度条件

におけるエネルギー効率 
COP（原則的に水を熱媒と

する） 

任意項目 b. 暖房期間を想定した温度条件

におけるエネルギー効率 COP（熱媒の規定なし） 

 
 
なお、名称記載の注意点として、本実証試験結果報告書では、「冷房期間を想定した温度条件に

おける試験」を「冷房試験」、「冷房期間を想定した温度条件におけるエネルギー効率」を「冷房

COP」と省略して書く場合がある。また同様に、「暖房期間を想定した温度条件における試験」を

「暖房試験」、「暖房期間を想定した温度条件におけるエネルギー効率」を「暖房 COP」と省略し

て書く場合がある。 
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環境省 
水・大気環境局 

総務課環境管理技術室 

実証対象技術の準備、資料提供 
【実証申請者】 

サンポット株式会社 
担当者  地中熱開発チームリーダー  岡本淳  

助言 

【技術実証委員会】 
委員長  矢野雄策 

 

監査 

【実証機関技術監査】 
松永烈 

【コンプライアンス委員会】 
委員長  今永隆 
【実証機関監事】 

及川喜代文  

  
実証試験の実施 

【実証機関】 

特定非営利活動法人 地中熱利用促進協会 

実証機関での役割 協会での地位、氏名 
総括責任者 理事長  笹田政克 

実証機関事務総括 事務局長 服部旭 

実証機関事務局長 
 兼 実証試験担当者 

事務局員 宮崎眞一 

実証試験担当者 事務局員 小間憲彦 

   同 事務局員 赤木誠司 
 

 
２．実証機関・実証申請者・実証試験体制 

実証試験に参加する組織は、図 2-1 に示すとおりである。また、実証試験参加者とその責任分

掌は、表 2-1 に示すとおりである。 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

図 2-1 実証試験体制 
 

 

実証運営機関 
株式会社エックス都市研究所 
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表 2-1 実証試験参加機関、責任分掌 

区分 実証試験参加機関 責任分掌 参加者 

実証機関 特定非営利活動法人 
地中熱利用促進協会 

実証試験の運営管理 

笹田政克 
服部旭 
宮崎眞一 
小間憲彦 
赤木誠司 
 

実証対象技術の公募・審査 

技術実証委員会の設置・運営 

品質管理システムの構築 

実証試験計画の策定 

実証試験の実施・運営 

実証試験データ・情報の管理 

実証試験結果報告書の作成 

その他実証試験要領で定められた業務 

技術実証委員会の設置・運営補助 

内部監査の総括 
松永烈＊１ 

実証試験の技術的な監査 

適法性及び公平性の確認 コンプライアン

ス委員会 

実証申請者 サンポット株式会社 

実証機関への必要な情報提供と協力 

眞賀幸八 
岡本淳 
佐藤翔平 

実証対象製品の準備と関連資料の提供 

既存の性能データの提供 

実証対象技術の実機確認への協力 

実証試験報告書の作成における協力 
＊１：独立行政法人産業技術総合研究所 つくばセンター首席評価役 
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３．実証対象技術の概要 

3.1 技術の原理 
一般的にヒートポンプは、圧縮機、凝縮器、膨張弁、蒸発器とそれらを結ぶ配管から構成され、

冷媒が圧縮－凝縮－膨張－蒸発の四過程を繰り返して循環することによって、熱を低温のところ

から高温のところへ移動できるものである。凝縮側と蒸発側の温度差が小さいほど所要動力に対

して得られる熱量の比率は大きくなりエネルギー効率は向上する。地中温度は外気温度と比べて

夏冷たく冬温かいため、冷暖房時の室内温度と地中温度の差は小さい。このため凝縮側と蒸発側

の温度差を小さくすることができ、地中を夏季の放熱源、冬季の採熱源に利用すれば、年間を通

して高い効率が得られる。また、冷房時の廃熱を地中に放熱し、外気に排熱しないため、ヒート

アイランド対策として効果が期待されている。 
 

3.2 実証対象技術の特徴と仕様 
(1) 実証対象技術の特徴 
実証対象技術である地中熱ヒートポンプユニット GSHP-1002URF は、地中熱利用冷暖房空

調用水熱源ヒートポンプユニットである。ヒートポンプを構成する圧縮機、凝縮器、膨張弁、

蒸発器の内部を循環する冷媒は R410A を使用している。ヒートポンプと外部とで熱をやりとり

する熱媒には、一次側（熱源側）・二次側（利用側）ともに不凍液（水）を循環させる水熱源ヒ

ートポンプで、いわゆる「水－水ヒートポンプ」である。なお、一次側（熱源側）の熱媒には

濃度 20～40％のエチレングリコール希釈液を、二次側（利用側）の熱媒には濃度 20～40％の

プロピレングリコール希釈液を用いている。なお、一次側と熱源側、二次側と利用側とは同じ

意味である。 
本実証対象技術は、1 台の冷暖房能力が 10kW であるが、これを何台か並べて設置すること

により、大きな冷暖房需要に対応することを主目的に開発された製品である。このため、1 台

の製品の中にはヒートポンプ本体のみをコンパクトに収め、製品躯体の形は並べやすいように

立方体としている。一次側と二次側の循環ポンプ及び膨張吸収用のバッファタンクは、規模に

応じて別途まとめて設置することで、効率的なシステム構成ができる。1 台で住宅 1 軒分の冷

暖房空調に対応でき、複数台連結することにより中規模物件にも対応できる。 
地中熱ヒートポンプユニット GSHP-1002URF は屋内設置専用の製品である。またこれは、

平成 22 年度環境技術実証事業で実証試験を行った GSHP-1002UR（実証番号 052-1006）の

外装キャビネットをステンレスから鋼板塗装品に変更してコストダウンしたものである。 
ヒートポンプを構成する圧縮機はインバータ制御で圧縮機の回転数を変化させ、住宅の冷暖

房負荷に合わせて運転する。二次側（冷暖房側）の熱媒温度は専用リモコン GSHP-KRA によ

り暖房時 15～55℃（１℃刻み）及び 60℃、冷房時 7～15℃（１℃刻み）で設定が可能である。 
本実証対象技術を使用した冷暖房空調システムでは、地中熱ヒートポンプユニット

GSHP-1002URF を 1 台に対し、総延長 120ｍ前後の地中熱交換井が必要である。（施工現場や

地盤などの関係から深く掘れない場合は数本に分けて掘削することもできる。この場合地中熱

交換井の間隔は 4ｍ以上とする。）地中熱交換井の中に地中熱交換器（Ｕ字管）を設置し、内部

に一次側（熱源側）熱媒（濃度 20～40％のエチレングリコール希釈液）を充填し地中熱ヒート

ポンプユニット GSHP-1002URF と接続する。また住宅内の冷暖房設備と地中熱ヒートポンプ

ユニット GSHP-1002URF とを冷温水配管で接続し、内部に二次側（利用側）熱媒（濃度 20
～40％のプロピレングリコール希釈液）を充填する。 
図 3-1（本編 13 ページ）に実証対象技術を用いた地中熱ヒートポンプ空調システムの一例を

示す。 
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図 3-1 実証対象技術を用いた地中熱ヒートポンプ空調システムの一例 

 

(2) 実証対象技術の製品の構成 
地中熱ヒートポンプユニット GSHP-1002URF は、地中の熱を熱源とし、ヒートポンプサイ

クルを用いて住宅の冷暖房を行う地中熱利用冷暖房空調用水熱源ヒートポンプユニットである。

図 3-2（本編 14 ページ）に当技術の製品内部構造図を示す。 
製品の内部は圧縮機、凝縮器、蒸発器、膨張弁、四方弁から構成され、冷媒を使用したヒー

トポンプサイクルをなすヒートポンプ機器で構成されている。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

暖房用ヘッダー 

（床暖房など） 
防振継手 

ストレーナ 

地中熱交換器

（Ｕ字管） 

地中熱交換井 

1φ200V 

地中熱ヒートポンプ 

GSHP-1002URF（赤枠内） 
専用リモコン 
GSHP-KRA 

一次側（熱源側） 二
次
側
（
利
用
側
） 

ファンコイル 

ユニット 

（室内機） 

 循環 

ポンプ 

バッフ

ァタン

ク 
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図 3-2 実証対象技術（地中熱ヒートポンプユニット GSHP-1002URF）の製品内部構造図 
      

暖房時 

冷房時 圧縮機 

膨張弁 

二次側（利用側）

熱媒入口 

二次側（利用側）

熱媒出口 

一次側（熱源側）

熱媒入口 

凝縮器 

蒸発器 

一次側（熱源側）

熱媒出口 

四方弁 

（図は暖房運転時の例である。冷房運転時には「蒸発器」は「凝縮器」に、

「凝縮器」は「蒸発器」に、役割が入れ替わる。） 



実証単位（Ｂ）地中熱・下水等専用ヒートポンプ（H23） 

地中熱ヒートポンプユニット GSHP-1002URF 
サンポット株式会社 

15 
 

 
(3) 実証対象技術の仕様 
本実証対象技術は、地中熱利用冷暖房専用の水熱源ヒートポンプユニットであり、ユニット

内部のヒートポンプはインバータ方式により、出力を約 3kＷ～10kW まで変化させることがで

きる。実証対象技術の仕様を表 3-1 に、外形図を図 3-3（本編 16 ページ）に、写真を図 3-4（本

編 16 ページ）にそれぞれ示す。 
 

表 3-1 実証対象技術の仕様 

製造企業名 サンポット株式会社 

型式 GSHP-1002URF 

名称 地中熱ヒートポンプユニット 

外形寸法 [mm] 550W×550D×550H 

製品重量 [kg] 60 

電源 単相 200V 50/60Hz（圧縮機、制御回路用） 

圧縮機 ロータリー式 

水熱交換器 ステンレス製プレート式熱交換器 

冷媒 R410A 

冷房、暖房能力 10kW 
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図 3-3 実証対象技術外形図（地中熱ヒートポンプユニット GSHP-1002URF） 

                                   
                     

図 3-4 実証対象技術（地中熱ヒートポンプユニット GSHP-1002URF）の写真 
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3.3 実証対象技術の特徴・長所を含む参考情報   
本ページに示された情報は、全て実証申請者が自らの責任において申請したものであり、環境

省及び実証機関は、内容に関して一切の責任を負いません。 
 

○実証対象技術の概要（参考情報） 
項 目 実証申請者 記入欄 

製品名 地中熱ヒートポンプユニット GSHP-1002URF 
製造（販売）企業名 サンポット株式会社 

連

絡

先 

TEL／FAX 0198-37-1177／0198-37-1131 
Web アドレス http://gshp-sunpot.jp/ 
E-mail http://gshp-sunpot.jp/contact.html 

設置条件 
・屋内設置用 戸建住宅空調用 
※－20℃以下になるような場所には設置できません。 

メンテナンスの必

要性・コスト・耐候

性・製品寿命等 

圧縮機、制御基板など消耗品の交換を行って、15 年の耐久年数を想定。 

施工性 

循環ポンプや膨張吸収用のタンクを外付けする必要あり。 
冷暖房配管および採熱配管接続し、熱媒である不凍液を充填して施工完

了。 

技術上の特徴 

・ 1 台で住宅１軒分（40～50 坪）の冷暖房空調負荷に対応 
・ 複数台連結により中規模物件の冷暖房空調が可能 
・ インバータ機能により住宅の負荷に合わせて効率よく運転 

コスト概算 

ヒートポンプユニット GSHP-1002URＦ   定価：￥800,000 
専用リモコン     GSHP-KRA      定価：￥11,500 
 ※住宅一軒分冷暖房空調でシステム価格 300 万円前後（ヒートポンプユ

ニット費、地中熱交換井掘削費、設備設計・設置工事費等の合計） 
  コスト回収 10 年程度 

 
 ○その他実証申請者からの情報（参考情報） 
地中熱ヒートポンプユニットGSHP-1002URFは、GSHP-1002URを屋内設置用に外装を改良し

たものであり性能は変わらない。GSHP-1002URは既に全国各地に120台ほどの施工実績があ

る。 
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４．実証方法 （既存実証試験結果の引用） 

4.1 既存実証試験結果の引用 
 実証試験の実施に先立ち、本実証対象技術の実証方法を検討したところ、本実証対象技術は

平成 22 年度環境技術実証事業で実証試験を実施した、同じ実証申請者の GSHP-1002UR（実

証番号 052-1006）と性能が同じであることが判明した。このため、本年度に改めて実証試験

を実施することを省略して、平成22年度のGSHP-1002URの実証試験結果を引用することで、

今年度に申請された GSHP-1002URF の実証試験結果にすることとした。 
 
4.2 既存実証試験結果の引用の可否の検討 
 既存実証試験結果を引用して今年度の実証試験結果とするためには、平成 22 年度の実証対象

技術である GSHP-1002UR と今年度の実証対象技術である GSHP-1002URF の性能が、実際に

同一であることを確認する必要がある。この確認手続きと確認作業を以下のように行った。 
(1) 実機確認の方法検討 

  平成 23 年 10 月 12 日に開催した第 3 回技術実証委員会等における検討の結果、以下の方法に

より、性能が同一であることが確認できれば、平成 22 年度の実証試験結果を今年度の実証試験結

果として引用してよいとの結論になった。 

 ①申請者（サンポット株式会社）から、社としての確認書を提出してもらう。確認書には、平

成 22 年度実証対象技術（GSHP-1002UR）と今年度実証対象技術（GSHP-1002URF）の図

面及び両機種の変更点一覧を添付してもらう。 

 ②実証機関が今年度実証対象技術の実機を工場等で並べて次のことを確認する。変更内容が提

出された一覧に示されたとおりかどうか。変更点一覧に記載のない部品類について、両機種

に相違がないかどうか。 

 ③ヒートポンプの性能影響因子（機能部品）を抽出して、それを特に注意して実機確認する。 
  ヒートポンプの性能影響因子は表 4-1 のように抽出し、技術実証委員会の委員の確認を得た。 
 

表 4-1 ヒートポンプの性能影響因子 

 

(2) 実機確認の結果 
 上記の方法に基づき、実証機関が平成 24 年 1 月 20 日に、申請者の本社工場（岩手県花巻市）

において実機確認を行った。その際、申請者(サンポット株式会社)所属の佐藤翔平技師が立ち会

い、実機確認に協力した。また、実機確認の結果、両機種の性能は同一であることが確認できた。 

性能影響因子 

（部品等） 
装置の機能の概要 

圧縮機 ヒートポンプ内を循環する冷媒を気体の状態で高温高圧に圧縮する装置。 

凝縮器 
ヒートポンプ内を循環する冷媒から、熱交換によって低温の外部に熱を捨てさせる

ことにより、気体の冷媒を凝縮させて液体にするための装置。 
膨張弁 凝縮した高圧の液体の冷媒を減圧して膨張させ、噴霧状にするための弁。 

蒸発器 
ヒートポンプ内を循環する冷媒に、熱交換によって高温の外部から熱を取り込むこ

とにより、液体の冷媒を蒸発させて気体にするための装置。 

四方弁 
圧縮機から吐出された冷媒経路の切替えを行うことにより、暖房と冷房の運転切替

を行う弁。 
制御基板 リモコンやサーミスタ等の入力信号から最適な運転を制御する装置。 
IPDU基板 制御基板からの指令を受け、圧縮機の回転数を制御する装置。 
冷媒 ヒートポンプ内を循環し、熱力学的なヒートポンプサイクルを構成する媒体。 

冷媒用配管 
冷媒がヒートポンプ内を循環するための配管。圧縮機、凝縮器、膨張弁、蒸発器を

つなぐもの。サイズと材質が同じ場合、性能は同一と言える。 
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(3) 本報告書での記載方法 
 以上の結果、今年度の実証対象技術である GSHP-1002URF の実証試験結果は、平成 22 年

度の GSHP-1002UR の実証試験結果を引用することとなった。 

 このことから、本実証試験報告書では、「５．平成 22 年度の実証試験の方法」の記載に当た

り、平成 22 年度の GSHP-1002UR の実証試験結果報告書から実証試験の測定機器や試験条件

の主要な部分を引用した。また、本報告書の巻末には平成 22 年度の実証試験結果報告書をその

まま別添として収録した（本編 25 ページ別添参照）。 
 
 

５．平成 22 年度の実証試験の方法  

5.1 平成 22 年度の実証試験時の試験設備構成及び測定機器の種類 
平成 22 年度の実証試験に使用したサンポット株式会社所有の試験設備は、通常は出荷前の製

品の検査や開発用の試作機の試験に用いており、いくつかのバルブを調整することによって熱

媒の出入り口温度を任意に変化させて試験を行える設備である。主な試験設備及び各測定項目

の測定機器は、以下のとおりに構成されている。なお、各測定項目の測定機器の製造事業者及

び型式等は、平成 22 年度 GSHP-1002UR の報告書の表 4-4（別添(本編 25 ページ)の実証試験

結果報告書《詳細版》（平成 23 年 3 月）の本編 19 ページ）を参照。 

表 5-2  実証試験設備の概要と構成 

設置場所 実証試験時設備を構成する主な機器 各測定項目で使用した測定機器 

サンポット株式会社 
本社工場 試験室内 

・熱交換器：3 基 
・水タンク：2 基 
・循環ポンプ：2 基 
・測定機器 

・測温抵抗体 

・ハイブリッドレコーダー 

・一体型電磁流量計 

・電力計 ・不凍液用濃度計 
 

5.2 平成 22 年度の実証試験の条件 
(1) 熱媒 
平成 22 年度の実証対象技術の地中熱ヒートポンプユニット GSHP-1002UR（実証番号 

052-1006）は、一次側にはエチレングリコール、二次側にはプロピレングリコールを主成分と

する不凍液を使用しており、指定の不凍液を使用するように注意書きをつけて販売している。

そのため使用の実情に合わせた熱媒で試験をするほうが合理的と考え、熱媒は不凍液を使用し

て試験を実施した。なお、各不凍液の濃度は、一次側（熱源側）はエチレングリコール 20%希

釈液、二次側（利用側）はプロピレングリコール 40%希釈液である。本年度の実証対象技術で

ある GSHP-1002URF も熱媒は GSHP-1002UR と同じ条件で販売している。 
(2) 温度条件 
実証試験要領（第２版）＊１に規定する下表の温度条件で試験を行った。本実証対象技術は、

間接式なので、冷房期間を想定した温度条件は間接式の場合として規定されたものを適用した。 
 

表 4-3 冷房期間を想定した温度条件（間接式の場合）＊２ 

 
利用側（二次側）熱媒温度（℃） 熱源側（一次側）熱媒温度（℃） 

入口 出口 入口 出口 

温度条件１ 
12±0.3 7±0.3 

20±0.3 25±0.3 
温度条件２ 25±0.3 30±0.3 
温度条件３ 30±0.3 35±0.3 
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表 4-4 暖房期間を想定した温度条件（間接式の場合）＊２ 

 利用側（二次側）熱媒温度（℃） 熱源側（一次側）熱媒温度（℃） 

入口 出口 入口 出口 

温度条件１ 
40±0.3 45±0.3 

15±0.3 10±0.3 
温度条件２ 10±0.3 5±0.3 

 
暖房期間を想定した温度条件のうち利用側熱媒温度は実証試験要領（第２版）には規定され

ていないので、実証申請者の要望による温度条件とした。なお、この温度条件は JIS B 8613
に規定している温度条件に適合している。 
 
*１：環境省 水・大気環境局 平成 22 年 5 月 18 日 『環境技術実証事業 ヒートアイラン

ド対策技術分野（地中熱・下水等を利用したヒートポンプ空調システム）実証試験要領

（第 2 版）』http://www.env.go.jp/press/file_view.php?serial=17387&hou_id=12495 
*２：表中の公差は、実証試験中の温度変動許容差である。 
 

 

 

 

 

 

 

http://www.env.go.jp/press/file_view.php?serial=17387&hou_id=12495
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６．実証試験結果 

本年度の実証対象技術である GSHP-1002URF の実証試験結果を以下に示す 
 
冷房期間を想定した温度条件におけるエネルギー効率（冷房 COP）及び COP 特性グラフは次

のとおりである。 
 

【必須項目】冷房期間を想定した温度条件におけるエネルギー効率（冷房 COP）＊１ 

冷房 COP［―］  
熱源側（一次側）熱媒＊２入口温度 

20℃ 25℃ 30℃ 

利用側（二次側）  

熱媒＊２出口温度 
7℃  5.3 4.0 3.4 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

*１：各温度条件で 3 回測定した平均値。 
*２：熱媒は、熱源側（一次側）はエチレングリコール 20%希釈液、利用側（二次側）はプロ

ピレングリコール 40%希釈液を使用。 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

20℃ 25℃ 30℃

冷
房

Ｃ
Ｏ
Ｐ

[－
]

熱源側（一次側）熱媒入口温度

利用側（二次側）

熱媒出口温度

7℃
7

※ ※ ※

※：必須試験温度
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暖房期間を想定した温度条件におけるエネルギー効率（暖房 COP）及び COP 特性グラフは次

のとおりである。 
 

【任意項目】暖房期間を想定した温度条件におけるエネルギー効率（暖房 COP）＊１ 

暖房 COP［―］  
熱源側（一次側）熱媒＊２入口温度 

10℃ 15℃ 

利用側（二次側） 

熱媒＊２出口温度 
45℃  3.6 4.4 

 

 
*１：各温度条件で 3 回測定した平均値。 
*２：熱媒は、熱源側（一次側）はエチレングリコール 20%希釈液、利用側（二次側）はプロ

ピレングリコール 40%希釈液を使用。 
 
 
 

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

5℃ 10℃ 15℃ 20℃

暖
房

Ｃ
Ｏ
Ｐ

[－
]

熱源側（一次側）熱媒入口温度

利用側（二次側）

熱媒出口温度

45℃
4…

※ ※

※：必須試験温度
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７．実証試験の品質管理・監査 

  この章には本年度の品質管理・監査について記載する。 
 
7.1 品質管理システムのあらまし 

 実証機関（特定非営利活動法人地中熱利用促進協会）が、本実証試験で行った品質管理・監査

について記す。 

(1) 品質管理の方法 
JIS Q 9001 及び JIS Q 17025 の趣旨にしたがって品質管理を行った。 
 

(2) 品質管理・監査体制 
本実証試験における品質管理・監査体制は、表 7-1 のとおりである。なお、各担当の品質管

理及び監査の内容については、表 7-3（本編 24 ページ）に示す。 
 
表 7-1 実証機関（特定非営利活動法人地中熱利用促進協会）の品質管理・監査体制 

品質管理・監査担当 実証機関での役職 氏名 

総括責任者 総括責任者 笹田政克 

品質管理責任者 実証機関事務局長 宮崎眞一 

技術監査 実証機関技術監査 松永烈 
  

 

7.2 既存実証試験結果の引用に関する品質管理 
  本実証対象技術では既存実証試験結果を引用した。ここには、この引用に当たっての適合性や

公平公正性の確保について実施した内容を記載する。 

 

(1) 既存実証試験結果の引用の適合性 

 既存実証試験結果の引用の適合性については、平成 23 年 10 月 12 日開催の第 3 回技術実証委

員会において審議していただき、適当であると判断された。 

 

(2) 技術的な適合性の確認 
 既存実証試験結果の引用の条件である、今年度の実証対象技術と平成 22 年度の実証対象技術と

の性能の同一性の確認にあたっては、その確認方法と、実機確認で特に注意すべきヒートポンプ

の性能に影響する因子については、技術実証委員会委員の助言を得た。 
 また、実機確認に先立ち、実証申請者から提出された「確認書」添付の、平成 22 年度の実証対

象技術と今年度の実証対象技術の変更点一覧については、技術実証委員会の委員の確認を受けた。 

 

(3) 実機確認 
 平成 22 年度の実証対象技術である GSHP-1002UR と本年度の実証対象技術である

GSHP-1002URF の機能部品と性能が同じであるかどうかの実機確認は、24 年 1 月 20 日に申請

者の本社工場で行った。 
実証試験での実証機関（特定非営利活動法人地中熱利用促進協会）の実機確認者を表 7-2（本

編 24 ページ）に示す。 
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表 7-2 実証試験での実証機関（特定非営利活動法人地中熱利用促進協会）の実機確認者 

 品質管理担当 実証機関での役職 氏名 

実証試験での 

実機確認者 
品質管理責任者 実証機関事務局長 宮崎眞一 

 実機確認に際しては、申請者(サンポット株式会社)所属の佐藤翔平技師の協力を得た。 

 この実機確認の結果、GSHP-1002URF と GSHP-1002UR とは機能部品と性能が同一であるこ

とを確認できた。 
 

 

7.3  平成 22 年度のデータの品質管理 
  本実証試験結果報告書において引用した平成 22 年度の実証試験の品質管理については、

GSHP-1002UR の報告書（別添(本編 25 ページ)の実証試験結果報告書《詳細版》(平成 23 年 3

月)の本編 41 ページ）を参照のこと。 
 
7.4 品質管理の内容  
表 7-1（本編 22 ページ）に示した実証機関の各担当者による品質管理・監査の内容は表 7-3 に

まとめて示した。 

表 7-3 品質管理及び監査の内容 

対象 
品質管理 監査 

責任者 実施内容 担当 監査内容 

既存実証

試験結果

の引用の

妥当性 

品質管理

責任者 

・22 年度の実証対象技術と 23 年度

の実証対象技術の機能部品及び性

能が同じであることを、書類及び

実機確認で確認した。 

実証機関総

括責任者 
・引用の方法と今年

度の対応が適切か

どうか、監査を行

った。 

実証試験

報告書の

妥当性 

品質管理

責任者 

・実証試験報告書は、品質管理責任

者、総括責任者、技術監査が確認

した。また技術実証委員会の了承

を得た。 

実証機関総

括責任者及

び実証機関

技術監査 

・技術実証委員会の

資料及び報告書の

原稿に対して、監

査を行った。 
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○ 全体の概要 

実証対象技術 地中熱ヒートポンプユニット GSHP-1002UR 

実証申請者 サンポット株式会社 

実 証 単 位 （Ｂ）地中熱・下水等専用ヒートポンプ 

実 証 機 関 特定非営利活動法人 地中熱利用促進協会 

実 証 試 験 期 間 平成 22 年 9 月 22 日～平成 22 年 11 月 1 日 

 
１．実証対象技術の概要 

一般的にヒートポンプは、圧縮機、凝縮器、膨張弁、蒸発器とそれらを

結ぶ配管から構成され、冷媒が圧縮-凝縮-膨張-蒸発の四過程を繰り返して

循環することで、熱を低温のところから高温のところへ移動できる。凝縮

側と蒸発側の温度差が大きいと、動力は大きくなりエネルギー効率は低下

する。温度差が小さいと、動力は減りエネルギー効率が向上する。地中温

度は外気温度と比べて夏冷たく冬温かいため、地中を夏季の放熱源、冬季

の採熱源に利用すれば、年間を通して効率が良い。また、冷房時の廃熱を

地中に放熱し、外気に排熱しないため、ヒートアイランド対策として効果が期待されている。 
実証対象技術である地中熱ヒートポンプユニット GSHP-1002UR は、地中熱利用冷暖房空調

用ヒートポンプユニットである。ヒートポンプを構成する圧縮機、凝縮器、膨張弁、蒸発器の

内部を循環する冷媒は R410A を使用している。ヒートポンプと外部とで熱をやりとりする熱媒

には、一次側（熱源側）・二次側（利用側）ともに不凍液（水）を循環させるいわゆる「水－水

ヒートポンプ」である。なお、一次側（熱源側）の熱媒には濃度 20～40％のエチレングリコー

ル希釈液を、二次側（利用側）の熱媒には濃度 20～40％のプロピレングリコール希釈液を用い

ている。なお、一次側と熱源側、二次側と利用側とは同じ意味である。 
本実証対象技術は、1 台の冷暖房能力が 10kW であるが、これを何台か並べて設置すること

により、大きな冷暖房需要に対応することを主目的に開発された製品である。このため、1 台

の製品の中にはヒートポンプ本体のみをコンパクトに収め、製品躯体の形は並べやすいように

立方体としている。一次側と二次側の循環ポンプ及び膨張吸収用のバッファタンクは、規模に

応じて別途まとめて設置することで、効率的なシステム構成ができる。1 台で住宅 1 軒分の冷

暖房空調に対応でき、複数台連結することにより中規模物件にも対応できる。 
 

２．実証試験の概要 

2.1 実証試験時の試験設備構成及び測定機器の種類 
本実証試験に使用したサンポット株式会社所有の試験設備は、通常は出荷前の製品の検査や

開発用の試作機の試験に用いており、いくつかのバルブを調整することによって熱媒の出入り

口温度を任意に変化させて試験を行える設備である。主な試験設備及び各測定項目の測定機器

は、以下のとおりに構成されている。なお、各測定項目の測定機器の製造事業者及び型式等は、

表 4-3（詳細版本編 19 ページ）に示す。  

設置場所 実証試験時設備を構成する主な機器 各測定項目で使用した測定機器 

サンポット株式会社 
本社工場 試験室内 

・熱交換器：3 基 
・水タンク：2 基 
・循環ポンプ：2 基 
・測定機器 

・測温抵抗体 

・ハイブリッドレコーダー 

・一体型電磁流量計 

・電力計 ・不凍液用濃度計 
 

実証番号 052-1006 

本実証試験結果報告書の著作権は、環境省に属します。 
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2.2 実証試験の実証項目 
実証試験要領（第２版）＊１においては、本実証試験における実証項目は以下のとおりである。

なお、暖房期間については、任意項目となっている。また、冷房期間を想定した温度条件での

試験の熱媒は、水を使用することが規定されているが、本実証試験では不凍液を使用して行っ

た。理由については、次項「2.3（1）熱媒」に示す。 

必須または任意 実証項目 内容 

必須項目 a. 冷房期間を想定した温度条件に

おけるエネルギー効率 COP（水を熱媒とする） 

任意項目 b. 暖房期間を想定した温度条件に

おけるエネルギー効率 COP（熱媒の規定なし） 

 
2.3 実証試験の条件 
(1) 熱媒 

本実証対象技術の地中熱ヒートポンプユニット GSHP-1002UR は、一次側にはエチレングリ

コール、二次側にはプロピレングリコールを主成分とする不凍液を使用しており、指定の不凍

液を使用するように注意書きをつけて販売している。そのため使用の実情に合わせた熱媒で試

験をするほうが合理的と考え、熱媒は不凍液を使用して試験を実施した。なお、各不凍液の濃

度は、一次側（熱源側）はエチレングリコール 20%希釈液、二次側（利用側）はプロピレング

リコール 40%希釈液である。 
 
(2) 温度条件 

実証試験要領（第 2 版）＊１に規定する下記の温度条件で試験を行った。本実証対象技術は、

間接式なので、冷房期間を想定した温度条件は間接式の場合として規定されたものを適用した。 

冷房期間を想定した温度条件（間接式の場合）＊２ 

【必須項目】 
利用側（二次側）熱媒温度（℃） 熱源側（一次側）熱媒温度（℃） 

入口 出口 入口 出口 

温度条件１ 
12±0.3 7±0.3 

20±0.3 25±0.3 
温度条件２ 25±0.3 30±0.3 
温度条件３ 30±0.3 35±0.3 

暖房期間を想定した温度条件（間接式の場合）＊２ 

【任意項目】 
利用側（二次側）熱媒温度（℃） 熱源側（一次側）熱媒温度（℃） 

入口 出口 入口 出口 

温度条件１ 
40±0.3 45±0.3 

15±0.3 10±0.3 
温度条件２ 10±0.3 5±0.3 

  
暖房期間を想定した温度条件のうち利用側熱媒温度は実証試験要領（第２版）には規定され

ていないので、実証申請者の要望による温度条件とした。なお、この温度条件は JIS B 8613
に規定している温度条件に適合している。 

 
*１：環境省 水・大気環境局 平成 22 年 5 月 18 日 『環境技術実証事業 ヒートアイラン

ド対策技術分野（地中熱・下水等を利用したヒートポンプ空調システム）実証試験要領

（第 2 版）』http://www.env.go.jp/press/file_view.php?serial=17387&hou_id=12495 
 *２：表中の公差は、試験中の温度変動許容差である。 
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３．実証試験結果 

冷房期間を想定した温度条件におけるエネルギー効率（冷房 COP）及びその COP 特性グラフ

は次のとおりである。 

【必須項目】冷房期間を想定した温度条件におけるエネルギー効率（冷房 COP）＊１ 

冷房 COP［―］  
熱源側（一次側）熱媒＊２入口温度 

20℃ 25℃ 30℃ 

利用側（二次側） 

熱媒＊２出口温度 7℃  5.3 4.0 3.4 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

*１：各温度条件で３回測定した平均値。 

*２：熱媒は、熱源側（一次側）はエチレングリコール 20%希釈液、利用側（二次側）はプロ

ピレングリコール 40%希釈液を使用。 

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

20℃ 25℃ 30℃

冷
房

Ｃ
Ｏ
Ｐ

[－
]

熱源側（一次側）熱媒入口温度

利用側（二次側）

熱媒出口温度

7℃
7

※ ※ ※

※：必須試験温度
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暖房期間を想定した温度条件におけるエネルギー効率（冷房 COP）及びその COP 特性グラ

フは次のとおりである。 
 

【任意項目】暖房期間を想定した温度条件におけるエネルギー効率（暖房 COP）＊１ 

暖房 COP［―］  
熱源側（一次側）熱媒＊２入口温度 

10℃ 15℃ 

利用側（二次側） 

熱媒＊２出口温度 45℃  3.6 4.4 

 
 

 
 
 
 
 
*１：各温度条件で３回測定した平均値。 
*２：熱媒は、熱源側（一次側）はエチレングリコール 20%希釈液、利用側（二次側）はプロ

ピレングリコール 40%希釈液を使用。 

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

5℃ 10℃ 15℃ 20℃

暖
房

Ｃ
Ｏ
Ｐ

[－
]

熱源側（一次側）熱媒入口温度

利用側（二次側）

熱媒出口温度

45℃
4…

※ ※

※：必須試験温度
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４．実証対象技術の参考情報 

本ページに示された情報は、全て実証申請者が自らの責任において申請したものであり、環

境省及び実証機関は、内容に関して一切の責任を負いません。 
 

○実証対象技術の概要（参考情報） 
項 目 実証申請者 記入欄 

製品名 地中熱ヒートポンプユニット GSHP-1002UR 
製造（販売）企業名 サンポット株式会社 

連

絡

先 

TEL／FAX 0198-37-1177／0198-37-1131 
Web アドレス http://gshp-sunpot.jp/ 
E-mail http://gshp-sunpot.jp/contact.html  

設置条件 
・屋内外設置 戸建住宅空調用 

※－20℃以下になるような場所には設置できません。 
メンテナンスの必

要性・コスト・耐候

性・製品寿命等 

圧縮機、制御基板など消耗品の交換を行って、15 年の耐久年数を想定。 

施工性 

循環ポンプや膨張吸収用のタンクを外付けする必要あり。 
冷暖房配管および採熱配管接続し、熱媒である不凍液を充填して施工完

了。 

技術上の特徴 

・ 1 台で住宅１軒分（40～50 坪）の冷暖房空調負荷に対応 
・ 複数台連結により中規模物件の冷暖房空調が可能 
・ インバータ機能により住宅の負荷に合わせて効率よく運転 

コスト概算 

ヒートポンプユニット GSHP-1002UR  定価：￥880,000 
専用リモコン    GSHP-KRA   定価：￥11,500 
 ※住宅一軒分冷暖房空調でシステム価格 300 万円前後 
  コスト回収 10 年程度 

 
 ○その他実証申請者からの情報（参考情報） 
 
 
 
 
 
 

 



実証単位（Ｂ）地中熱・下水等専用ヒートポンプ（H23） 

地中熱ヒートポンプユニット GSHP-1002URF 
サンポット株式会社 

(別添)6 

○ 本編 

１．実証試験の目的及び概要 

 1.1 環境技術実証事業の概要 
(1) 環境技術実証事業の目的と定義 
環境技術実証事業の目的と本事業の「実証」の定義は、「平成 22 年度 環境技術実証事業 実

施要領」＊１に次のように定められている。 
『環境技術実証事業は、既に適用可能な段階にありながら、環境保全効果等についての客観

的な評価が行われていないために普及が進んでいない先進的環境技術について、その環境保全

効果を第三者が客観的に実証することにより、環境技術を実証する手法・体制の確立を図ると

ともに、環境技術の普及を促進し、環境保全と環境産業の発展に資することを目的とする。 
本事業において「実証」とは、環境技術の開発者でも利用者でもない第三者機関が、環境技

術の環境保全効果、副次的な環境影響、その他環境の観点から重要な性能（以下、「環境保全効

果等」という。）を試験等に基づき客観的なデータとして示すことをいう。「実証」とは、一定

の判断基準を設けて、この基準に対する適合性を判定する「認証」とは異なるものである。 
 

(2) 本実証試験の仕様 
本実証試験は、「環境技術実証事業 ヒートアイランド対策技術分野（地中熱・下水等を利用

したヒートポンプ空調システム）実証試験要領（第 2 版）」＊２に基づいて実施されたものであ

る。  
 

1.2 実証対象技術の概要 
本技術分野の対象とする地中熱・下水等を利用したヒートポンプ空調システムとは、地中熱、

地下水熱及び下水熱等を熱源とし、ヒートポンプによって効率的に冷暖房を行うシステム全般の

ことである。当該システムは、多層的な技術の組み合わせで構成されており、図1-1のとおり階層

的に分類される。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

図1-1 実証対象技術の全体像 
 
本報告書はこれらの階層的技術の内、「（Ｂ）地中熱・下水等専用ヒートポンプ」に関する報告

書である。「（Ｂ）地中熱・下水等専用ヒートポンプ」は「地中熱や地下水熱、下水熱等を熱源と

して想定し、各熱源温度を適正温度範囲とする水冷式ヒートポンプ。設備機器メーカーが販売す

る既製品単位である。」と実証試験要領（第 2 版）＊２に定義されている。 
 

＊１：環境省 平成 22 年 4 月『平成 22 年度 環境技術実証事業 実施要領』 
http://www.env.go.jp/policy/etv/pdf/intro/yoryo_h22.pdf 

＊２：環境省 水・大気環境局 平成 22 年 5 月 18 日『環境技術実証事業 ヒートアイランド対

策技術分野（地中熱・下水等を利用したヒートポンプ空調システム）実証試験要領（第 2
版）』http://www.env.go.jp/press/file_view.php?serial=17387&hou_id=12495  

室内設備 

（Ｂ）地中熱・下水等専用ヒートポンプ 

 
熱媒循環部 

熱 媒 

（Ｃ）地中熱交換部 

（Ａ）システム全体 
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1.3 実証項目の内容 
 実証単位（Ｂ）の実証項目は、表 1-1 のとおりである。 
 

表 1-1 地中熱・下水等専用ヒートポンプの実証項目 

必須または任意 実証項目 内容 

必須項目 a. 冷房期間を想定した温度条件
におけるエネルギー効率 COP（水を熱媒とする） 

任意項目 b. 暖房期間を想定した温度条件
におけるエネルギー効率 COP（熱媒の規定なし） 

 
 
なお、名称記載の注意点として、本実証試験結果報告書では、「冷房期間を想定した温度条件に

おける試験」を「冷房試験」、「冷房期間を想定した温度条件におけるエネルギー効率」を「冷房

COP」と省略して書く場合がある。また同様に、「暖房期間を想定した温度条件における試験」を

「暖房試験」、「暖房期間を想定した温度条件におけるエネルギー効率」を「暖房 COP」と省略し

て書く場合がある。 
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環境省 

水・大気環境局 
総務課環境管理技術室 

  
実証試験の実施 

【実証機関】 

特定非営利活動法人 地中熱利用促進協会 

実証機関での役割 協会での地位、氏名 
総括責任者 理事長  笹田政克 

実証機関事務総括 事務局長 服部旭 

実証機関事務局長 
 兼 実証試験担当者 

事務局員 宮崎眞一 

実証試験担当者 事務局員 小間憲彦 

   同 事務局員 赤木誠司 
 

２．実証機関・実証申請者・実証試験体制 

実証試験に参加する組織は、図 2-1 に示すとおりである。また、実証試験参加者とその責任分

掌は、表 2-1（詳細版本編 9 ページ）に示すとおりである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

図 2-1 実証試験体制 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

実証技術の設置、運転、資料提供 
【実証申請者】 

サンポット株式会社 
担当者  地中熱開発チームリーダー 岡本淳  

助言 

【技術実証委員会】 
委員長  矢野雄策 

【実証機関技術顧問】 
遠藤尚樹 

 

監査 

【実証機関技術監査】 
松永烈 

【コンプライアンス委員会】 
委員長 今永隆 
【実証機関監事】 

及川喜代文 
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表 2-1 実証試験参加機関、責任分掌 

区分 実証試験参加機関 責任分掌 参加者 

実証機関 特定非営利活動法人 
地中熱利用促進協会 

実証試験の運営管理 

笹田政克 
服部旭 
宮崎眞一 
小間憲彦 
赤木誠司 
遠藤尚樹＊１ 

実証対象技術の公募・審査 

技術実証委員会の設置・運営 

品質管理システムの構築 

実証試験計画の策定 

実証試験の実施・運営 

実証試験データ・情報の管理 

実証試験結果報告書の作成 

その他実証試験要領で定められた業務 

技術実証委員会の設置・運営補助 

内部監査の総括 
松永烈＊2 

実証試験データの検証 

適法性及び公平性の確認 コンプライアン

ス委員会 

実証申請者 サンポット株式会社 

実証機関への必要な情報提供と協力 

眞賀幸八 
岡本淳 

実証対象製品の準備と関連資料の提供 

費用負担及び責任をもって 
実証対象製品の運搬等を実施 

既存の性能データの提供 

実証試験報告書の作成における協力 

＊１：独立行政法人産業技術総合研究所 エネルギー技術研究部門 熱・流体システムグループ 

主任研究員 
＊２：独立行政法人産業技術総合研究所 つくばセンター次長 
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３．実証対象技術の概要 

3.1 技術の原理 
一般的にヒートポンプは、圧縮機、凝縮器、膨張弁、蒸発器とそれらを結ぶ配管から構成され、

冷媒が圧縮-凝縮-膨張-蒸発の四過程を繰り返して循環することで、熱を低温のところから高温の

ところへ移動できる。凝縮側と蒸発側の温度差が大きいと、動力は大きくなりエネルギー効率は

低下する。温度差が小さいと、動力は減りエネルギー効率が向上する。地中温度は外気温度と比

べて夏冷たく冬温かいため、地中を夏季の放熱源、冬季の採熱源に利用すれば、年間を通して効

率が良い。また、冷房時の廃熱を地中に放熱し、外気に排熱しないため、ヒートアイランド対策

として効果が期待されている。 
 
3.2 実証対象技術の特徴と仕様 
(1) 実証対象技術の特徴 
実証対象技術である地中熱ヒートポンプユニット GSHP-1002UR は、地中熱利用冷暖房空調

用ヒートポンプユニットである。ヒートポンプを構成する圧縮機、凝縮器、膨張弁、蒸発器の

内部を循環する冷媒は R410A を使用している。ヒートポンプと外部とで熱をやりとりする熱媒

には、一次側（熱源側）・二次側（利用側）ともに不凍液（水）を循環させるいわゆる「水－水

ヒートポンプ」である。なお、一次側（熱源側）の熱媒には濃度 20～40％のエチレングリコー

ル希釈液を、二次側（利用側）の熱媒には濃度 20～40％のプロピレングリコール希釈液を用い

ている。なお、一次側と熱源側、二次側と利用側とは同じ意味である。 
地中熱ヒートポンプユニット GSHP-1002UR は 1 台の冷暖房能力が 10kW であるが、これ

を何台か並べて設置することにより、大きな冷暖房需要に対応することを主目的に開発された

製品である。このため、1 台の製品の中にはヒートポンプ本体のみをコンパクトに収め、製品

躯体の形は並べやすいように立方体としている。 
一次側と二次側の循環ポンプ及び膨張吸収用のバッファタンクは規模に応じて別途まとめて

設置することで効率的なシステム構成ができる。1 台で住宅 1 軒分の冷暖房空調に対応でき、

複数台連結することにより中規模物件にも対応できる。 
ヒートポンプを構成する圧縮機はインバータ制御で圧縮機回転数を変化させ、冷暖房負荷に

合わせて運転する。二次側（冷暖房側）の熱媒温度は専用リモコン GSHP-KRA により暖房時

15～55℃（１℃刻み）及び 60℃、冷房時 7～15℃（１℃刻み）で設定が可能である。 
本実証対象技術を使用した冷暖房空調システムでは、地中熱ヒートポンプユニット

GSHP-1002UR を 1 台に対し、総延長 120ｍ前後の地中熱交換井が必要である。（施工現場や

地盤などの関係から深く掘れない場合は数本に分けて掘削することもできる。この場合地中熱

交換井の間隔は 4ｍ以上とする。）地中熱交換井の中に地中熱交換器（Ｕ字管）を設置し、内部

に一次側（熱源側）熱媒（濃度 20～40％のエチレングリコール希釈液）を充填し地中熱ヒート

ポンプユニット GSHP-1002UR と接続する。また住宅内の冷暖房設備と地中熱ヒートポンプユ

ニット GSHP-1002UR とを冷温水配管で接続し、内部に二次側（利用側）熱媒（濃度 20～40％
のプロピレングリコール希釈液）を充填する。 
図 3-1（詳細版本編 13 ページ）に実証対象技術を用いた地中熱ヒートポンプ空調システムの

一例を示す。 
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図 3-1 実証対象技術を用いた地中熱ヒートポンプ空調システムの一例 
 

(2) 実証対象技術の製品の構成 
地中熱ヒートポンプユニット GSHP-1002UR は、地中の熱を熱源とし、ヒートポンプサイク

ルを用いて住宅などの冷暖房を行う地中熱利用冷暖房空調用ヒートポンプユニットである。図

3-2（詳細版本編 12 ページ）に当技術の製品内部構造図を示す。 
製品の内部は圧縮機、凝縮器、蒸発器、膨張弁、四方弁から構成され、冷媒を使用したヒー

トポンプサイクルをなす機器から構成される。 
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図3-2 実証対象技術（地中熱ヒートポンプユニットGSHP-1002UR）の製品内部構造図 

暖房時 

冷房時 圧縮機 

膨張弁 

二次側（利用側）

熱媒入口 

二次側（利用側）

熱媒出口 

一次側（熱源側）

熱媒入口 

凝縮器 

蒸発器 

一次側（熱源側）

熱媒出口 

四方弁 

（図は暖房運転時の例である。冷房運転時には「蒸発器」は「凝縮器」に、

「凝縮器」は「蒸発器」に、役割が入れ替わる。） 
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(3) 実証対象技術の仕様 
 本実証対象技術は、地中熱利用冷暖房用のヒートポンプユニットであり、ユニット内部のヒ

ートポンプはインバータ方式により、出力を約 3kW～10kW まで変化させることができる。実

証対象技術の仕様を表 3-1 に、実証対象技術の外形図を図 3-3（詳細版本編 16 ページ）に、写

真を図 3-4（詳細版本編 16 ページ）に示す。 

表 3-1 実証対象技術の仕様 

製造企業名 サンポット株式会社 

型式 GSHP-1002UR 

名称 地中熱ヒートポンプユニット 

外形寸法 [mm] 550W×550D×550H 

製品重量 [kg] 60 

電源 単相 200V 50/60Hz（圧縮機、制御回路用） 

圧縮機 ロータリー式 

水熱交換器 ステンレス製プレート式熱交換器 

冷媒 R410A 

冷房、暖房能力 10kW 
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図 3-3 実証対象技術外形図（地中熱ヒートポンプユニット GSHP-1002UR） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図 3-4 実証対象技術（地中熱ヒートポンプユニット GSHP-1002UR）の写真 
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3.3 実証対象技術の特徴・長所を含む参考情報 
本ページに示された情報は、全て実証申請者が自らの責任において申請したものであり、環境

省及び実証機関は、内容に関して一切の責任を負いません。 
 

○実証対象技術の概要（参考情報） 
項 目 実証申請者 記入欄 

製品名 地中熱ヒートポンプユニット GSHP-1002UR 
製造（販売）企業名 サンポット株式会社 

連

絡

先 

TEL／FAX 0198-37-1177／0198-37-1131 
Web アドレス http://gshp-sunpot.jp/ 
E-mail http://gshp-sunpot.jp/contact.html 

設置条件 
・屋内外設置 戸建住宅空調用 
※－20℃以下になるような場所には設置できません。 

メンテナンスの必

要性・コスト・耐候

性・製品寿命等 

圧縮機、制御基板など消耗品の交換を行って、15 年の耐久年数を想定。 

施工性 

循環ポンプや膨張吸収用のタンクを外付けする必要あり。 
冷暖房配管および採熱配管接続し、熱媒である不凍液を充填して施工完

了。 

技術上の特徴 

・ 1 台で住宅１軒分（40～50 坪）の冷暖房空調負荷に対応 
・ 複数台連結により中規模物件の冷暖房空調が可能 
・ インバータ機能により住宅の負荷に合わせて効率よく運転 

コスト概算 

ヒートポンプユニット GSHP-1002UR   定価：￥880,000 
専用リモコン     GSHP-KRA     定価：￥11,500 
 ※住宅一軒分冷暖房空調でシステム価格 300 万円前後 
  コスト回収 10 年程度 

 
 ○その他実証申請者からの情報（参考情報） 
 
 
 
 

 



実証単位（Ｂ）地中熱・下水等専用ヒートポンプ（H23） 

地中熱ヒートポンプユニット GSHP-1002URF 
サンポット株式会社 

(別添)16 

４．実証試験期間、実証試験設備及び測定機器 

4.1 実証試験期間 
実証試験期間の各項目について、表 4-1 に示す。 

表 4-1 実証試験期間 

項目 日程 

試験設備の準備 平成 22 年 9 月 22 日～平成 22 年 9 月 24 日 

試験実施 平成 22 年 9 月 27 日～平成 22 年 10 月 5 日 

試験結果解析 平成 22 年 10 月 6 日～平成 22 年 11 月 1 日 
 
4.2 実証試験設備の概要 
実証試験に使用した設備は、サンポット株式会社本社工場内の試験設備である。実証試験設備

の所在地を表 4-2 に示す。 

表 4-2 実証試験設備の所在地 

使用設備 サンポット株式会社 本社工場内試験設備 

実施場所 サンポット株式会社 本社工場試験室 

設備所在地 岩手県花巻市北湯口第 2地割 1番地 26  

 
本実証試験に使用するサンポット株式会社所有の試験設備は、通常は出荷前の製品の検査や開

発用の試作機の試験に用いており、いくつかのバルブを調整することによって熱媒の出入り口温

度を任意に変化させて試験を行える設備である。 
試験設備は主に表 4-3 に示す機器で構成されている。 

表 4-3 実証試験設備の概要と構成 
設置場所 実証試験設備を構成する主な機器 

サンポット株式会社 
本社工場 試験室内 

・熱交換器：3 基 
・水タンク：2 基 
・循環ポンプ：2 基 
・測定機器 

 
本社工場試験室の試験装置の写真を図 4-1（詳細版本編 17 ページ）に、概略図を図 4-2（詳細

版本編 18 ページ）に示す。図 4-2 のように本試験装置は一次側と二次側の熱媒を熱交換し、ま

た水道水と熱交換させること、さらに熱媒の流量をバルブでコントロールすることによって、

様々な温度条件で試験を、エネルギーの節約をして行うことが可能である。 
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図 4-1 実証試験装置の写真 

測定器のモニター 

水タンク 

実証対象技術 
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図 4-2 実証試験装置概略図（赤枠内は、地中熱ヒートポンプユニット GSHP-1002UR を示す。） 
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（図は暖房運転時の例である。冷房運転時には「蒸発器」は「凝縮器」に、

「凝縮器」は「蒸発器」に、役割が入れ替わる。） 
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4.3 測定機器 
(1) 測定機器 
本実証試験に使用する測定機器は表 4-3 のとおりである。本実証試験では、サンポット株式

会社所有の試験設備を使用したため、そこに設置されている測定器もサンポット株式会社所有

の測定器を使用した。そのため、それら測定器の較正内容を確認した。 
測定器の較正は、サンポット株式会社の計測器管理規定により行っていることを確認した。 

表 4-3 実証試験に用いた測定機器 

測定 

項目 
測定機器 

製造 

事業者 
製品型式 備考 

温度 
測温抵抗体 東邦電子

株式会社 
白金測温

抵抗体 
－100℃～100℃ クラスＡ 
精度±0.15℃（Pt100） 

ハイブリッド

レコーダー 
横河電機

株式会社 
DX230-3-
1/M1 

サンポット株式会社計測器管理規程：Ｂ区分 
最終較正日：2009.6（有効 24 ヶ月） 

流量 一体型電磁流

量計 
横河電機

株式会社 
AE100S/ 
200S 

精度±2.0％  
サンポット株式会社計測器管理規程：Ｂ区分 
最終較正日：2009.1（有効 24 ヶ月） 

電力量 電力計 横河電機

株式会社 WT200 
精度±0.2％ 
サンポット株式会社計測器管理規程：Ａ区分 
最終較正日：2009.9（有効 36 ヶ月） 

不凍液

濃度 
不凍液用濃度

計 
アズワン

株式会社  濃度測定精度 ±0.4％ 

 
(2) 測定機器の較正 
a. サンポット株式会社計測器管理規程 

確認した結果、計測器類は較正・点検の対象により表 4-4 のようにサンポット株式会社内

（社内）及びサンポット株式会社外（社外）等に区分し管理している。各測定機器の較正方

法については次項に示し、測定器の較正基準器については表 4-5（詳細版本編 20 ページ）に

示す。 

表 4-4 サンポット株式会社の計測器管理規定 

較正点検区分 較正・点検方法の内容 

Ａ 社外に精度較正を依頼する計測器類 

Ｂ 社内で精度較正する計測器類 

Ｃ 精度較正の対象としない計測器類 
 

b. 較正方法 
①ハイブリッドレコーダー：較正点検区分Ｂ 

基準器であるコンパクトキャル CA100 を用い基準器の指示値に対するハイブリッドレコ

ーダーの表示値が許容範囲内にあるかを確認する。許容範囲は、指示値に対し±0.15％以内

である。 
②一体型電磁流量計：較正点検区分Ｂ 

基準器である基準電磁流量計と測定用電磁流量計を直列に接続し、基準器の指示値に対す

る測定器の流量計表示値が許容範囲内にあるかを確認する。許容範囲は、指示値に対し±2％
以内である。基準電磁流量計は、社外較正機関にて較正をしている。 
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③電力計：較正点検区分 
電力計は社外較正機関にて較正をしている。 
 

表 4-5 実証試験に用いた測定機器の較正基準器 
測定 
項目 測定機器 製造 

事業者 型式 備考 

温度 コンパクト

キャル 
横河電機

株式会社 CA100 サンポット株式会社計測器管理規程：Ａ区分 
最終較正日：2009 年（有効 36 ヶ月） 

流量 基準電磁流

量計 
東芝株式

会社 LF400AAB サンポット株式会社計測器管理規程：Ａ区分 
最終較正日：2009 年 7 月（有効 24 ヶ月） 

 
(3) 測定機器の精度の確認 
本実証試験前に、以上の測定機器は、全て実証試験要領に定める精度の規定を満足している

ことを確認した。  
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５．実証試験方法 

5.1 実証試験要領の規定 
 実証試験要領（第 2 版）に規定されている実証試験方法の概要は以下のとおりである。なお、

ヒートポンプで作られた熱の利用形態は、ヒートポンプ内部を循環する冷媒自体を直接外部に取

り出して利用する直膨式と、ヒートポンプ内部を循環する冷媒の熱をヒートポンプシステム（製

品）内部で熱媒に熱交換して外部に取り出して利用する間接式とがある。本実証対象技術は、間

接式なので、冷房期間を想定した温度条件は間接式の場合として規定されたものを適用した。 
 
 以下に実証試験要領（第 2 版）の規定を引用して示す。 

表 5-1 冷房期間を想定した温度条件（間接式の場合）＊１ 
 利用側（二次側）熱媒温度（℃） 熱源側（一次側）熱媒温度（℃） 

入口水温 出口水温 入口水温 出口水温 
温度条件１ 

12±0.3 7±0.3 
20±0.3 25±0.3 

温度条件２ 25±0.3 30±0.3 
温度条件３ 30±0.3 35±0.3 

*１：表中の公差は、試験中の温度変動許容差である。 
 

なお、暖房期間を想定した場合の温度条件は、熱源側熱媒温度は地中熱を想定した値と

して、①入口温度 15℃／出口温度 10℃、②入口温度 10℃／出口温度 5℃の 2 条件を必須

とする。 
 

(1) 測定点  
12 −次側T   ：二次側熱媒入口温度[K] 

22 −次側T  ：二次側熱媒出口温度[K] 

次側1T   ：一次側熱媒入口温度[K] 

次側2V   ：二次側熱媒流量[cm3/s] 

圧W   ：圧縮機の消費電力[W]  
 

(2) 実証項目の算出 

COP
][
][

W
W

ヒートポンプ消費電力

ヒートポンプ生成熱量
＝   

ヒートポンプ生成熱量[W] ρ⋅⋅⋅− −− cVTT 次側次側次側＝ 22212   

ヒートポンプ消費電力[W] 圧＝W   
c  ：熱媒の比熱[J/g·K] 
ρ  ：熱媒の比重[g/ cm3] 

 一次側熱媒入口温度( 3T )、二次側熱媒出口温度( 2T )をそれぞれパラメータとして 5℃間

隔で設定、上記式に従って設定温度ごとに COP を測定する。 
 ヒートポンプ消費電力とは、ヒートポンプ自体の消費電力であり、一次、二次側熱媒

の輸送ポンプの消費電力は含まない。 
 

ここまでが、実証試験要領（第 2 版）からの引用である。 
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5.2 本実証試験における試験方法 
(1) 試験の温度条件 
実証試験要領（第 2 版）に規定する表 5-2 及び表 5-3 の温度条件で試験を行った。 

 
表 5-2 冷房期間を想定した温度条件（間接式の場合）＊１ 

【必須項目】 
利用側（二次側）熱媒温度（℃） 熱源側（一次側）熱媒温度（℃） 

入口 出口 入口 出口 

温度条件１ 
12±0.3 7±0.3 

20±0.3 25±0.3 
温度条件２ 25±0.3 30±0.3 
温度条件３ 30±0.3 35±0.3 

 
表 5-3 暖房期間を想定した温度条件（間接式の場合）＊１ 

【任意項目】 
利用側（二次側）熱媒温度（℃） 熱源側（一次側）熱媒温度（℃） 

入口 出口 入口 出口 
温度条件１ 

40±0.3 45±0.3 
15±0.3 10±0.3 

温度条件２ 10±0.3 5±0.3 
 

(2) 試験に使用した熱媒 
実証試験要領（第 2 版）には、『冷房期間を想定した温度条件では「熱媒を水とする」、暖房

期間を想定した温度条件では「熱媒の規定なし」』と規定されている。それに対して、本実証対

象技術（製品）は、一次側にはエチレングリコール、二次側にはプロピレングリコールを主成

分とする不凍液を使用しており、指定の不凍液を使用するように注意書きをつけて販売してい

る。そのため使用の実情に合わせた熱媒で試験をするほうが合理的と考え、熱媒は不凍液を使

用して試験を実施した＊２。 
 
(3) 試験周波数 
実証対象技術の地中熱ヒートポンプユニット GSHP-1002UR の圧縮機運転の回転数は、定格

周波数である 60Hz（3600rpm）で試験を行った。 
 

(4) 試験手順 
冷房運転・暖房運転の試験は共に試験設備の熱媒を循環させて、温度が試験の温度条件に合

うように循環量をバルブで調整しながら、熱媒温度が安定したことを確認した後、測定を行っ

た。 
 
 
 
 
 
 
 
 
*１：表中の公差は、試験中の温度変動許容差である。 
*２：熱媒の変更については、平成 22 年度環境技術実証事業実施要領第２部第７章３．（20 ペー

ジ）に従い行った。 
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６． 実証試験結果  

6.1 各温度条件における測定結果 
(1) 冷房期間の温度条件１【必須項目】 
表 5-2（詳細版本編 22 ページ）に示した冷房期間の温度条件１での測定結果を表 6-1 に、測

定時の測定器モニターの指示の写真を図 6-1（詳細版本編 23 ページ）に、そして各部水温の安

定確認のグラフを図 6-2（詳細版本編 25 ページ）に示す。 

表 6-1 冷房期間の温度条件１の試験結果整理 
試験年月日 9 月 27 日 

冷房期間を想定した

温度条件１ 

一次側（熱源側）
熱媒温度（℃） 

入口温度 20±0.3 

試験機種名 GSHP-1002UR 
出口温度 25±0.3 

二次側（利用側）
熱媒温度（℃） 

入口温度 12±0.3 
出口温度 7±0.3 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＊ 熱媒の EG はエチレングリコール、PG はプロピレングリコールである。また、熱量への換

算には、「15 度カロリー」の「1cal＝4.186J の換算値」を用いた。 

5分 10分 15分 平均

r.p.m 3600 3600 3600 3600

①　入口温度 ℃ 20 20 20

②　出口温度 ℃ 25 25 25

deg 5 5 5

℃ 22.5 22.5 22.5

Ｌ／ｍｉｎ 25.90 26.10 25.60

⑥　入口 ｇ/ｃｍ
3 1.035 1.035 1.035

⑦　出口 ｇ/ｃｍ
3 1.033 1.033 1.033

⑧　入口 kcal/kg・℃ 0.927 0.927 0.927

⑨　出口 kcal/kg・℃ 0.929 0.929 0.929

⑩　平均 kcal/kg・℃ 0.928 0.928 0.928

kW 8.7 8.7 8.6 8.7

⑫　入口温度 ℃ 11.9 11.9 11.9

⑬　出口温度 ℃ 6.9 6.9 6.9

deg 5 5 5

℃ 9.4 9.4 9.4

Ｌ／ｍｉｎ 21.42 21.33 21.34

⑰　入口 ｇ/ｃｍ
3 1.048 1.048 1.048

⑱　出口 ｇ/ｃｍ
3 1.051 1.051 1.051

⑲　入口 kcal/kg・℃ 0.876 0.876 0.876

⑳　出口 kcal/kg・℃ 0.874 0.874 0.874

Ａ　平均 kcal/kg・℃ 0.875 0.875 0.875

kW 6.9 6.8 6.8 6.9

Ｖ 210.3 209.9 209.4

Ａ 7.08 7.23 7.21

kW 1.28 1.32 1.31

kW － － －

kW 1.28 1.32 1.31

ＣＯＰ - 5.4 5.2 5.2 5.3

- 5.4 5.2 5.2 5.3

一次側（熱源側）
熱媒密度

（EG濃度20％）

一次側（熱源側）
熱媒比熱

（ＥＧ濃度20％）

Ａ×⑯×⑱×⑭×4.186÷60

⑭　温度差

E　圧縮機の消費電力 Ｃ-Ｄ

⑪　地中への排熱量 ⑩×⑤×⑥×③×4.186÷60

二次側（利用側）
熱媒温度

⑮　平均温度

⑯　二次側（利用側）熱媒流量

（⑫+⑬）÷2

入力電流

Ｄ　循環ポンプの消費電力

⑫-⑬

備考温度安定後の経過時間

圧縮機回転数

一次側（熱源側）
熱媒温度

③　温度差 ②-①

ＳＣＯＰ Ｂ÷（D＋Ｅ）

二次側（利用側）
熱媒密度

（PG濃度40％）

二次側（利用側）
熱媒比熱

（PＧ濃度40％）

Ｃ　ヒートポンプユニットの消費電力

入力電圧

Ｂ÷E

Ｂ　ヒートポンプの生成熱量

⑤　一次側（熱源側）流量

④　平均温度 (①+②）÷2
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図 6-1  測定器モニターの指示の写真（冷房期間の温度条件１） 
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図 6-2 各部水温の安定確認（冷房期間の温度条件１） 
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(2) 冷房期間の温度条件２【必須項目】 
表 5-2（詳細版本編 22 ページ）に示した冷房期間の温度条件２での測定結果を表 6-2 に、測

定時の測定器モニターの指示の写真を図 6-3（詳細版本編 27 ページ）に、そして各部水温の安

定確認のグラフを図 6-4（詳細版本編 28 ページ）に示す。 

表 6-2 冷房期間の温度条件２の試験結果整理 
試験年月日 10 月 5 日 

冷房期間を想定した

温度条件２ 

一次側（熱源側）
熱媒温度（℃） 

入口温度 25±0.3 

試験機種名 GSHP-1002UR 
出口温度 30±0.3 

二次側（利用側）
熱媒温度（℃） 

入口温度 12±0.3 
出口温度 7±0.3 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＊ 熱媒の EG はエチレングリコール、PG はプロピレングリコールである。また、熱量への換

算には、「15 度カロリー」の「1cal＝4.186J の換算値」を用いた。 
 
 

5分 10分 15分 平均

r.p.m 3600 3600 3600 3600

①　入口温度 ℃ 24.9 25 24.9

②　出口温度 ℃ 30.0 29.9 29.9

deg 5.1 4.9 5.0

℃ 27.5 27.5 27.4

Ｌ／ｍｉｎ 23.90 23.80 24.00

⑥　入口 ｇ/ｃｍ
3 1.033 1.033 1.033

⑦　出口 ｇ/ｃｍ
3 1.031 1.031 1.031

⑧　入口 kcal/kg・℃ 0.929 0.929 0.929

⑨　出口 kcal/kg・℃ 0.932 0.932 0.932

⑩　平均 kcal/kg・℃ 0.931 0.931 0.931

kW 8.2 7.8 8.1 8.0

⑫　入口温度 ℃ 12.2 12.2 12.1

⑬　出口温度 ℃ 7.3 7.1 7.1

deg 4.9 5.1 5

℃ 9.8 9.7 9.6

Ｌ／ｍｉｎ 20.35 20.36 20.34

⑰　入口 ｇ/ｃｍ
3 1.048 1.048 1.048

⑱　出口 ｇ/ｃｍ
3 1.051 1.051 1.051

⑲　入口 kcal/kg・℃ 0.876 0.876 0.876

⑳　出口 kcal/kg・℃ 0.874 0.874 0.874

Ａ　平均 kcal/kg・℃ 0.875 0.875 0.875

kW 6.4 6.7 6.5 6.5

Ｖ 211.5 211.7 211.7

Ａ 8.32 8.63 8.70

kW 1.59 1.65 1.67

kW － － －

kW 1.59 1.65 1.67

ＣＯＰ - 4.0 4.0 3.9 4.0

- 4.0 4.0 3.9 4.0

圧縮機回転数

一次側（熱源側）
熱媒温度

③　温度差 ②-①

温度安定後の経過時間 備考

④　平均温度 (①+②）÷2

⑤　一次側（熱源側）流量

一次側（熱源側）
熱媒密度

（EG濃度20％）

一次側（熱源側）
熱媒比熱

（ＥＧ濃度20％）

⑪　地中への排熱量 ⑩×⑤×⑥×③×4.186÷60

二次側（利用側）
熱媒温度

⑭　温度差 ⑫-⑬

⑮　平均温度 （⑫+⑬）÷2

⑯　二次側（利用側）熱媒流量

二次側（利用側）
熱媒密度

（PG濃度40％）

二次側（利用側）
熱媒比熱

（PＧ濃度40％）

Ｂ　ヒートポンプの生成熱量 Ａ×⑯×⑱×⑭×4.186÷60

入力電圧

入力電流

Ｃ　ヒートポンプユニットの消費電力

ＳＣＯＰ Ｂ÷（D＋Ｅ）

Ｄ　循環ポンプの消費電力

Ｆ　圧縮機の消費電力 Ｃ-Ｄ

Ｂ÷E



実証単位（Ｂ）地中熱・下水等専用ヒートポンプ（H23） 

地中熱ヒートポンプユニット GSHP-1002URF 
サンポット株式会社 

(別添)27 

 
 

図 6-3  測定器モニターの指示の写真（冷房期間の温度条件２） 
 
 



実証単位（Ｂ）地中熱・下水等専用ヒートポンプ（H23） 

地中熱ヒートポンプユニット GSHP-1002URF 
サンポット株式会社 

(別添)28 

 
 

図 6-4 各部水温の安定確認（冷房期間の温度条件２） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



実証単位（Ｂ）地中熱・下水等専用ヒートポンプ（H23） 

地中熱ヒートポンプユニット GSHP-1002URF 
サンポット株式会社 

(別添)29 

 
(3) 冷房期間の温度条件３【必須項目】 
表 5-2（詳細版本編 22 ページ）に示した冷房期間の温度条件３での測定結果を表 6-3 に、測

定時の測定器モニターの指示の写真を図 6-5（詳細版本編 30 ページ）に、そして各部水温の安

定確認のグラフを図 6-6（詳細版本編 31 ページ）に示す。 

表 6-3 冷房期間の温度条件３の試験結果整理 
試験年月日 9 月 30 日 

冷房期間を想定した

温度条件３ 

一次側（熱源側）
熱媒温度（℃） 

入口温度 30±0.3 

試験機種名 GSHP-1002UR 
出口温度 35±0.3 

二次側（利用側）
熱媒温度（℃） 

入口温度 12±0.3 
出口温度 7±0.3 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＊ 熱媒の EG はエチレングリコール、PG はプロピレングリコールである。また、熱量への換

算には、「15 度カロリー」の「1cal＝4.186J の換算値」を用いた。 
 
 

5分 10分 15分 平均

r.p.m 3600 3600 3600 3600

①　入口温度 ℃ 30.1 30.1 30.1

②　出口温度 ℃ 35.1 35.1 35.1

deg 5 5 5

℃ 32.6 32.6 32.6

Ｌ／ｍｉｎ 21.40 21.60 21.40

⑥　入口 ｇ/ｃｍ
3 1.031 1.031 1.031

⑦　出口 ｇ/ｃｍ
3 1.029 1.029 1.029

⑧　入口 kcal/kg・℃ 0.932 0.932 0.932

⑨　出口 kcal/kg・℃ 0.935 0.935 0.935

⑩　平均 kcal/kg・℃ 0.934 0.934 0.934

kW 7.2 7.3 7.2 7.2

⑫　入口温度 ℃ 11.8 11.9 11.8

⑬　出口温度 ℃ 7.0 6.9 6.9

deg 4.8 5 4.9

℃ 9.4 9.4 9.4

Ｌ／ｍｉｎ 17.85 17.87 17.80

⑰　入口 ｇ/ｃｍ
3 1.049 1.048 1.049

⑱　出口 ｇ/ｃｍ
3 1.051 1.051 1.051

⑲　入口 kcal/kg・℃ 0.876 0.876 0.876

⑳　出口 kcal/kg・℃ 0.874 0.874 0.874

Ａ　平均 kcal/kg・℃ 0.875 0.875 0.875

kW 5.5 5.7 5.6 5.6

Ｖ 193.7 193.2 193.6

Ａ 9.23 9.09 9.20

kW 1.68 1.65 1.67

kW － － －

kW 1.68 1.65 1.67

ＣＯＰ - 3.3 3.5 3.4 3.4

- 3.3 3.5 3.4 3.4

圧縮機回転数

一次側（熱源側）
熱媒温度

③　温度差 ②-①

温度安定後の経過時間 備考

④　平均温度 (①+②）÷2

⑤　一次側（熱源側）流量

一次側（熱源側）
熱媒密度

（EG濃度20％）

（⑫+⑬）÷2

一次側（熱源側）
熱媒比熱

（ＥＧ濃度20％）

⑪　地中への排熱量 ⑩×⑤×⑥×③×4.186÷60

二次側（利用側）
熱媒比熱

（PＧ濃度40％）

二次側（利用側）
熱媒温度

⑭　温度差 ⑫-⑬

⑮　平均温度

入力電流

Ｃ　ヒートポンプユニットの消費電力

⑯　二次側（利用側）熱媒流量

二次側（利用側）
熱媒密度

（PG濃度40％）

ＳＣＯＰ Ｂ÷（D＋Ｅ）

Ｄ　循環ポンプの消費電力

Ｆ　圧縮機の消費電力

Ｂ　ヒートポンプの生成熱量 Ａ×⑯×⑱×⑭×4.186÷60

Ｃ-Ｄ

Ｂ÷E

入力電圧



実証単位（Ｂ）地中熱・下水等専用ヒートポンプ（H23） 

地中熱ヒートポンプユニット GSHP-1002URF 
サンポット株式会社 

(別添)30 

 
 

図 6-5  測定器モニターの指示の写真（冷房期間の温度条件３） 
 



実証単位（Ｂ）地中熱・下水等専用ヒートポンプ（H23） 

地中熱ヒートポンプユニット GSHP-1002URF 
サンポット株式会社 

(別添)31 

 
 

図 6-6 各部水温の安定確認（冷房期間の温度条件３） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



実証単位（Ｂ）地中熱・下水等専用ヒートポンプ（H23） 

地中熱ヒートポンプユニット GSHP-1002URF 
サンポット株式会社 

(別添)32 

 
(4) 暖房期間の温度条件１【任意項目】 
表 5-3（詳細版本編 22 ページ）に示した暖房期間の温度条件１での測定結果を表 6-4 に、測

定時の測定器モニターの指示の写真を図 6-7（詳細版本編 33 ページ）に、そして各部水温の安

定確認のグラフを図 6-8（詳細版本編 34 ページ）に示す。 

表 6-4 暖房期間の温度条件１の試験結果整理 
試験年月日 9 月 30 日 

暖房期間を想定した

温度条件１ 

一次側（熱源側）
熱媒温度（℃） 

入口温度 15±0.3 

試験機種名 GSHP-1002UR 
出口温度 10±0.3 

二次側（利用側）
熱媒温度（℃） 

入口温度 40±0.3 
出口温度 45±0.3 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＊ 熱媒の EG はエチレングリコール、PG はプロピレングリコールである。また、熱量への換

算には、「15 度カロリー」の「1cal＝4.186J の換算値」を用いた。 
 

 

5分 10分 15分 平均

r.p.m 3600 3600 3600 3600

①　入口温度 ℃ 14.9 14.9 14.9

②　出口温度 ℃ 10 10.1 10.1

deg 4.9 4.8 4.8

℃ 12.5 12.5 12.5

Ｌ／ｍｉｎ 20.60 21.10 21.40

⑥　入口 ｇ/ｃｍ
3 1.036 1.036 1.036

⑦　出口 ｇ/ｃｍ
3 1.038 1.038 1.038

⑧　入口 kcal/kg・℃ 0.924 0.924 0.924

⑨　出口 kcal/kg・℃ 0.921 0.921 0.921

⑩　平均 kcal/kg・℃ 0.922 0.922 0.922

kW 6.7 6.8 6.8 6.8

⑫　入口温度 ℃ 39.9 39.9 40

⑬　出口温度 ℃ 44.8 44.8 44.9

deg 4.9 4.9 4.9

℃ 42.4 42.4 42.5

Ｌ／ｍｉｎ 27.79 27.89 27.76

⑰　入口 ｇ/ｃｍ
3 1.033 1.033 1.033

⑱　出口 ｇ/ｃｍ
3 1.029 1.029 1.029

⑲　入口 kcal/kg・℃ 0.890 0.890 0.890

⑳　出口 kcal/kg・℃ 0.893 0.893 0.893

Ａ　平均 kcal/kg・℃ 0.892 0.892 0.892

kW 8.7 8.8 8.7 8.7

Ｖ 196.1 198.2 196.5

Ａ 10.77 10.66 10.77

kW 2.00 2.00 2.01

kW － － －

kW 2.00 2.00 2.01

ＣＯＰ - 4.4 4.4 4.3 4.4

- 4.4 4.4 4.3 4.4

圧縮機回転数

一次側（熱源側）
熱媒温度

③　温度差 ②-①

温度安定後の経過時間 備考

④　平均温度 (①+②）÷2

⑤　一次側（熱源側）流量

一次側（熱源側）
熱媒密度

（EG濃度20％）

（⑫+⑬）÷2

一次側（熱源側）
熱媒比熱

（ＥＧ濃度20％）

⑪　地中からの採熱量 ⑩×⑤×⑥×③×4.186÷60

二次側（利用側）
熱媒比熱

（PＧ濃度40％）

二次側（利用側）
熱媒温度

⑭　温度差 ⑫-⑬

⑮　平均温度

入力電流

Ｃ　ヒートポンプユニットの消費電力

⑯　二次側（利用側）熱媒流量

二次側（利用側）
熱媒密度

（PG濃度40％）

ＳＣＯＰ Ｂ÷（D＋Ｅ）

Ｄ　循環ポンプの消費電力

Ｆ　圧縮機の消費電力

Ｂ　ヒートポンプの生成熱量 Ａ×⑯×⑱×⑭×4.186÷60

Ｃ-Ｄ

Ｂ÷E

入力電圧



実証単位（Ｂ）地中熱・下水等専用ヒートポンプ（H23） 

地中熱ヒートポンプユニット GSHP-1002URF 
サンポット株式会社 

(別添)33 

 
 

図 6-7  測定器モニターの指示の写真（暖房期間の温度条件１） 
 



実証単位（Ｂ）地中熱・下水等専用ヒートポンプ（H23） 

地中熱ヒートポンプユニット GSHP-1002URF 
サンポット株式会社 

(別添)34 

 
 

図 6-8 各部水温の安定確認（暖房期間の温度条件１） 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



実証単位（Ｂ）地中熱・下水等専用ヒートポンプ（H23） 

地中熱ヒートポンプユニット GSHP-1002URF 
サンポット株式会社 

(別添)35 

 
(5) 暖房期間の温度条件２【任意項目】 
表 5-3（詳細版本編 22 ページ）に示した暖房期間の温度条件２での測定結果を表 6-5 に、測

定時の測定器モニターの指示の写真を図 6-9（詳細版本編 36 ページ）に、そして各部水温の安

定確認のグラフを図 6-10（詳細版本編 37 ページ）に示す。 

表 6-5 暖房期間の温度条件２の試験結果整理 
試験年月日 9 月 29 日 

暖房期間を想定した

温度条件２ 

一次側（熱源側）
熱媒温度（℃） 

入口温度 10±0.3 

試験機種名 GSHP-1002UR 
出口温度 5±0.3 

二次側（利用側）
熱媒温度（℃） 

入口温度 40±0.3 
出口温度 45±0.3 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＊ 熱媒の EG はエチレングリコール、PG はプロピレングリコールである。また、熱量への換

算には、「15 度カロリー」の「1cal＝4.186J の換算値」を用いた。 
 
 

5分 10分 15分 平均

r.p.m 3600 3600 3600 3600

①　入口温度 ℃ 10.3 10.1 9.9

②　出口温度 ℃ 5.2 5.1 4.8

deg 5.1 5 5.1

℃ 7.8 7.6 7.4

Ｌ／ｍｉｎ 15.60 15.20 15.30

⑥　入口 ｇ/ｃｍ
3 1.038 1.038 1.038

⑦　出口 ｇ/ｃｍ
3 1.039 1.039 1.039

⑧　入口 kcal/kg・℃ 0.921 0.921 0.921

⑨　出口 kcal/kg・℃ 0.918 0.918 0.918

⑩　平均 kcal/kg・℃ 0.919 0.919 0.919

kW 5.3 5.1 5.2 5.2

⑫　入口温度 ℃ 40 39.9 40.1

⑬　出口温度 ℃ 44.9 44.8 45.0

deg 4.9 4.9 4.9

℃ 42.5 42.4 42.6

Ｌ／ｍｉｎ 22.68 22.62 22.35

⑰　入口 ｇ/ｃｍ
3 1.033 1.033 1.032

⑱　出口 ｇ/ｃｍ
3 1.029 1.029 1.029

⑲　入口 kcal/kg・℃ 0.890 0.890 0.890

⑳　出口 kcal/kg・℃ 0.893 0.893 0.893

Ａ　平均 kcal/kg・℃ 0.892 0.892 0.892

kW 7.1 7.1 7.0 7.1

Ｖ 197.1 196.4 194.2

Ａ 10.44 10.45 10.59

kW 1.95 1.94 1.95

kW － － －

kW 1.95 1.94 1.95

ＣＯＰ - 3.6 3.7 3.6 3.6

- 3.6 3.7 3.6 3.6

圧縮機回転数

一次側（熱源側）
熱媒温度

③　温度差 ②-①

温度安定後の経過時間 備考

④　平均温度 (①+②）÷2

⑤　一次側（熱源側）流量

一次側（熱源側）
熱媒密度

（EG濃度20％）

（⑫+⑬）÷2

一次側（熱源側）
熱媒比熱

（ＥＧ濃度20％）

⑪　地中からの採熱量 ⑩×⑤×⑥×③×4.186÷60

二次側（利用側）
熱媒比熱

（PＧ濃度40％）

二次側（利用側）
熱媒温度

⑭　温度差 ⑫-⑬

⑮　平均温度

入力電流

Ｃ　ヒートポンプユニットの消費電力

⑯　二次側（利用側）熱媒流量

二次側（利用側）
熱媒密度

（PG濃度40％）

ＳＣＯＰ Ｂ÷（D＋Ｅ）

Ｄ　循環ポンプの消費電力

Ｆ　圧縮機の消費電力

Ｂ　ヒートポンプの生成熱量 Ａ×⑯×⑱×⑭×4.186÷60

Ｃ-Ｄ

Ｂ÷E

入力電圧



実証単位（Ｂ）地中熱・下水等専用ヒートポンプ（H23） 

地中熱ヒートポンプユニット GSHP-1002URF 
サンポット株式会社 

(別添)36 

 
図 6-9  測定器モニターの指示の写真（暖房期間の温度条件２） 

 
 



実証単位（Ｂ）地中熱・下水等専用ヒートポンプ（H23） 

地中熱ヒートポンプユニット GSHP-1002URF 
サンポット株式会社 

(別添)37 

 
図 6-10 各部水温の安定確認（暖房期間の温度条件２） 

 



実証単位（Ｂ）地中熱・下水等専用ヒートポンプ（H23） 

地中熱ヒートポンプユニット GSHP-1002URF 
サンポット株式会社 

(別添)38 

 
6.2 実証項目の試験結果まとめ 
表 6-1（詳細版本編 23 ページ）～表 6-5（詳細版本編 35 ページ）に示した各温度条件における

測定結果をまとめ、実証項目を求めた。そして、実証項目の必須項目である冷房期間を想定した

温度条件におけるエネルギー効率（冷房 COP）を表 6-6 及び図 6-11 に示す。また、同様に実証

項目の任意項目である暖房期間を想定した温度条件におけるエネルギー効率（暖房 COP）【任意

項目】を表 6-7 及び図 6-12（詳細版本編 39 ページ）に示す。 
 
 

表 6-6 【必須項目】冷房期間を想定した温度条件におけるエネルギー効率（冷房 COP）＊１ 

冷房 COP［―］  
熱源側（一次側）熱媒＊２入口温度 

20℃ 25℃ 30℃ 

利用側（二次側） 

熱媒＊２出口温度 7℃  5.3   4.0   3.4   

 
 

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

20℃ 25℃ 30℃

冷
房

Ｃ
Ｏ
Ｐ

[－
]

熱源側（一次側）熱媒入口温度

利用側（二次側）

熱媒出口温度

7℃
7

※ ※ ※

※：必須試験温度

 
 

図 6-11 【必須項目】冷房期間を想定した温度条件におけるエネルギー効率（冷房 COP） 
 
 
 

 
 

*１：各温度条件で３回測定した平均値。 
*２：熱媒は、熱源側（一次側）はエチレングリコール 20%希釈液、利用側（二次側）はプロ

ピレングリコール 40%希釈液。 
 
 
 
 
 



実証単位（Ｂ）地中熱・下水等専用ヒートポンプ（H23） 

地中熱ヒートポンプユニット GSHP-1002URF 
サンポット株式会社 

(別添)39 

 
表 6-7 【任意項目】暖房期間を想定した温度条件におけるエネルギー効率（暖房 COP）＊１ 

暖房 COP［―］  
熱源側（一次側）熱媒＊１入口温度 

10℃ 15℃ 

利用側（二次側） 

熱媒＊１出口温度 45℃  3.6   4.4   

 
 

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

5℃ 10℃ 15℃ 20℃

暖
房

Ｃ
Ｏ
Ｐ

[－
]

熱源側（一次側）熱媒入口温度

利用側（二次側）

熱媒出口温度

45℃
4…

※ ※

※：必須試験温度

 
 

図 6-12 【任意項目】暖房期間を想定した温度条件におけるエネルギー効率（暖房 COP） 
 
 
 
 
*１：各温度条件で３回測定した平均値。 
*２：熱媒は、熱源側（一次側）はエチレングリコール 20%希釈液、利用側（二次側）はプロ

ピレングリコール 40%希釈液を使用。 
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７．考察 

表 6-1（詳細版本編 23 ページ）～表 6-5（詳細版本編 35 ページ）の最下欄に SCOP の値が示

されている。SCOP はシステムエネルギー効率であり、実証対象技術の内部にヒートポンプと熱

媒循環ポンプが組み込まれている場合には、それらの合計の消費電力によってどれだけのヒート

ポンプの生成熱量が得られるか、を示すものである。しかし、本実証対象技術（地中熱ヒートポ

ンプユニット GSHP-1002UR）では、製品の内部に熱媒循環ポンプが組み込まれていないので、

実証試験で測定した「ヒートポンプユニットの消費電力」はヒートポンプの圧縮機の消費電力の

みである。したがって、製品のエネルギー効率（COP）とシステムエネルギー効率（SCOP）と

は同じ値となる。 
このことは、同じサンポット株式会社の地中熱ヒートポンプユニット GSHP-1001 と異なる点

である。すなわち、地中熱ヒートポンプユニット GSHP-1001 は製品の内部に熱媒循環ポンプが

組み込まれているため、製品のエネルギー効率（COP）とシステムエネルギー効率（SCOP）と

が異なるものである。 
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８．実証試験の品質管理・監査 

8.1 品質管理システムのあらまし 
 実証機関（特定非営利活動法人地中熱利用促進協会）が、本実証試験で行った品質管理・監査

について記す。 

(1) 品質管理の方法 
JIS Q 9001 及び JIS Q 17025 の趣旨にしたがって品質管理を行った。 
 

(2) 品質管理・監査体制 
本実証試験における品質管理・監査体制は、表 8-1 のとおりである。なお、各担当の品質管

理及び監査の内容については、表 8-3（詳細版本編 24 ページ）に示す。 

表 8-1 実証機関（特定非営利活動法人地中熱利用促進協会）の品質管理・監査体制 
品質管理・監査担当 実証機関での役職 氏名 

総括責任者 総括責任者 笹田政克 

品質管理責任者 実証機関事務局長 宮崎眞一 

技術監査 実証機関技術監査 松永烈 
  

8.2 実証試験とデータの品質管理 

本実証試験は、実証申請者（サンポット株式会社）の本社工場試験設備を使用し実施したが、

その状況下で公平性・公正性を保ち実証試験を実施するための品質管理は、次のとおりに行った。 
本実証試験を実証申請者の本社工場試験設備を使用し実施した理由は、本実証対象技術である

地中熱・下水等専用ヒートポンプの試験では、専門の試験装置とそれを扱えるオペレーター技師

が必要であるが、第三者実証の担保を確保しながら実証試験費用を適切にするために実証機関で

は試験設備及びオペレーター技師を準備していないからである。従って、第三者実証を担保する

要件を以下のように設定した。 

１）実証申請者の試験能力や信頼性を確認する。 
２）試験にあたっては、実証試験計画書に沿って試験をしているかどうかを確認する。 
３）実証試験には実証機関担当者が実証試験実施場所に立ち会い、得られた測定データの確認

をすることで、品質の確保をする。 
４）実証試験データの品質管理については、事前書類及び実証試験実施場所に実証機関が立ち

会い、実証申請者と共に、試験設備、測定機器及びその精度、熱媒の物性データの測定方

法、試験条件等の確認を行い、実証申請者で通常業務で行われている高い精度の品質管理

を忠実に実行することを確認する。 

 なお、実証試験実施場所を、実証申請者（サンポット株式会社）の本社工場試験設備を使用

しても、実施できると判断した理由は、次のとおりである。 
イ）実証申請者（サンポット工業株式会社）は、永年、地中熱用のヒートポンプを開発・製造・

販売し、運転を行っている実績を有し、十分な技術力を有している。 
ロ）実証申請者（サンポット株式会社）の技術管理及び品質管理＊１が、確立されている。 

*１：同社は以下の資格を有している。 
・ISO9001 品質マネジメントシステム審査登録（初回認証 1999.3.2）JHIA-Q011 
・ISO14001 環境マネジメントシステム審査登録（初回認証 2001.5.28）JHIA-E006 
・国土交通大臣許可 一般建設業の許可（般－１７）第１６４５２号 
更に、測定機器の品質管理については、実証申請者の社内規定の「サンポット株式会社計

測器管理規程」により測定機器においても較正区分、較正・点検方法の内容が規定されてい

る。詳細は、４．4.3 測定機器（詳細版本編 19 ページ～20 ページ参照。） 
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以上から、実証機関が立ち会い、第三者実証を担保する要件１）～４）及びイ）～ロ）を満た

すことにより、実証試験の公平性及び公正性を保つことができると判断した。また、このことに

ついては、環境省及び技術実証委員会の了承を得た。 
 
8.3 実証試験の立会い 
実証試験の立会・確認は、平成 22 年 9 月 29 日から 10 月 1 日に実証試験期間にあわせて行っ

た。実証試験での実証機関（特定非営利活動法人地中熱利用促進協会）の立会・確認者を表 8-2
に示す。 

表 8-2 実証試験での実証機関（特定非営利活動法人地中熱利用促進協会）の立会・確認者 
 品質管理担当 実証機関での役職 氏名 

実証試験の 

立会・確認者 
品質管理責任者 実証機関事務局長 宮崎眞一 
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8.4 品質管理の内容 

表 8-1（詳細版本編 23 ページ）に示した実証機関の各担当者による品質管理・監査の内容は表

8-3 にまとめて示した。 

表 8-3 品質管理及び監査の内容 

対象 
品質管理 監査 

責任者 実施内容 担当 監査内容 

試験方法

の妥当性 
品質管理

責任者 

・実証試験は、実証試験要領の規定

に従い計画し実施した。 
・上記のことは、実証機関の総括責

任者、品質管理責任者、実証試験

担当者などが書類で確認をした。    
・実証試験要領の規定と異なる試験

方法を採用した場合は、技術実証

委員会等の了承を得た。 
・ヒートポンプの専門家である実証

機関技術顧問遠藤尚樹氏に現地及

びメールで、確認及び助言を得た。 

実証機関総

括責任者及

び実証機関

技術監査 

・実証試験計画書作

成時、及び計画と

異なる試験を行う

際に、監査を行っ

た。 

測定機器

の精度、

測定設備

の妥当性 

品質管理

責任者 

・測定機器の精度は実証試験要領に

従い実施した。 
・実証申請者の計測器管理規定及び

測定機器の精度を実証機関の実証

試験担当者が確認した。 

実証機関総

括責任者及

び実証機関

技術監査 

・実証試験計画書作

成時、及び計画と

異なる測定機器で

の試験を行う際

に、監査を行った。 

データの

吸い上げ 
品質管理

責任者 

・実証試験及び測定データの吸い上

げは、専門技術が必要なため実証

申請者の技師が行った。実証機関

の実証試験担当者が実証試験実施

場所で、一部の試験に立ち会い確

認した。 

実証機関総

括責任者 
・実証試験期間の終

了に際して、監査

を行った。 

データの

保管 
品質管理

責任者 
・測定データの保管は、実証機関の

品質管理責任者が行った。 

実証機関総

括責任者 
・実証試験期間中に

適宜、監査を行っ

た。 

測定のト

レーサビ

リティ 

品質管理

責任者 

・測定機器や測定方法は明瞭に記録

しており、測定のトレーサビリテ

ィを確保した。 

実証機関総

括責任者及

び実証機関

技術監査 

・実証試験計画書作

成時に監査を行っ

た。 

データの

検証 
品質管理

責任者 

・測定データの整理・解析は実証申

請者の技師が行い、その結果は実

証機関の実証試験担当者が確認し

た。 

実証機関総

括責任者 
・実証試験期間の終

了に際して、監査

を行った。 

実証試験

報告書の

妥当性 

品質管理

責任者 

・実証試験報告書は、実証機関の品

質管理責任者、総括責任者、技術

監査が確認した。また技術実証委

員会の了承を得た。 

実証機関総

括責任者及

び実証機関

技術監査 

・技術実証委員会の

資料及び報告書の

原稿に対して、監

査を行った。 
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